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要     約 

 

アンコール遺跡地域におけるJCMを活用した環境文化都市形成支援調査（以下、本事業）

では、エコモビリティ事業とメコン文化・遺跡めぐりパーク事業から成る「アンコール遺

跡地域スマートコミュニティ開発事業」との連携の下、アンコール遺跡地域において面的

な二国間クレジット制度（JCM）の案件形成可能性調査を行った。また、並行してアンコ

ール遺跡地域の環境対策の現状と課題を調査し、シェムリアップ市や市内民間企業、遺跡

を管理するアプサラ機構に日本の自治体の環境政策の知見を紹介することで、同地域にお

ける「環境文化都市」形成を支援した。 

本事業で特定した JCM 事業化の可能性がある案件の概要を表 A・表 B に示す。 

 

表 A 本事業で特定した JCM 事業化の可能性がある案件 

（エコモビリティ事業） 

タイトル カンボジアにおける電動ルモーモトの導入 

JCM 事業の内容 カンボジア・シェムリアップ市及びアンコール遺跡地域において

2016 年～2017 年に合計 250 台の電動ルモーモトを導入し、 

観光客の輸送サービスを行う。 

対象技術 電動ルモーモト 

概算事業費 約 1.25 億円 

※車両価格 50 万円/台（輸入関税免除）を想定 

MRV 方法論 カンボジアにおける電動ルモーモトの導入（附属資料 1） 

温室効果ガス排出削減

効果 

約 110 tCO2e/年 

大規模展開後の排出削

減効果 

約 11,880 tCO2e/年 

コベネフィット 燃料費削減によるドライバーの収入向上、シェムリアップ市及び

アンコール遺跡地域の大気汚染の抑制 

※ルモーモトとは、カンボジア特有のガソリンバイクで客車をけん引する旅客輸送用の乗

り物である。本事業では、電動バイクで客車をけん引する旅客輸送用の乗り物を「電動ル

モーモト」と定義した。 
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表 B 本事業で特定した JCM 事業化の可能性がある案件 

（メコン文化・遺跡めぐりパーク事業） 

タイトル カンボジアにおける 

高効率エアコンの普及 

カンボジアにおける 

高効率ターボ冷凍機及び 

インバーター・BEMS（ビルエネル

ギー管理システム）の導入 

JCM 事業の内

容 

シェムリアップ市及びアンコール

遺跡地域のホテルにおいて 

高効率エアコンを普及する。 

シェムリアップ市及びアンコール

遺跡地域のホテルにおいて 

高効率ターボ冷凍機及び 

インバーター・BEMS を導入する。

対象技術 高効率インバーターエアコン 高効率ターボ冷凍機 

インバーター・BEMS 

概算事業費 N/A N/A 

MRV 方法論 N/A 

※インドネシア、タイ、ベトナムの

方法論に基づいて作成 

N/A 

※インドネシア、タイの方法論に 

基づいて作成 

温室効果ガス

排出削減効果 

50～250 tCO2e/年 

※1 件あたり 

100～300 tCO2e/年 

※1 件あたり 

大規模展開後

の排出削減効

果 

約 5,400 tCO2e/年 

※シェムリアップの 4 つ星ホテル

29 ヵ所、3 つ星ホテル 7 ヵ所に展開

した場合 

約 3,200 tCO2e/年 

※シェムリアップの 5 つ星ホテル

16 ヵ所に展開した場合 

コベネフィッ

ト 

燃料費削減による経営改善 燃料費削減による経営改善 

 
 電動ルモーモトの導入に関して、2015 年度上期～下期に（株）日本開発政策研究所と（株）

フォーバルが特別目的会社を設立し、事業プロセスを構築するとともに、モニタリング体

制を整備する。2016 年度上期から、JCM プロジェクト設備補助事業を活用して JCM 事業

を開始する計画である。また、カンボジア・シェムリアップ市及びアンコール遺跡地域に

おいて、事業実施した後、国内の他の都市や周辺国に普及展開を行う計画である。 

高効率エアコンの普及、高効率ターボ冷凍機、インバーター及び BEMS の導入に関して、

2015 年度上期～下期に代表企業・技術保有企業とともにシェムリアップ市内の既存ホテル

を対象として、JCM の事業化準備と詳細調査を実施し、2016 年度上期から、JCM プロジ

ェクト設備補助事業を活用して JCM 事業を開始する計画である。また、既存ホテルにおい

て事業実施した後、メコン文化・遺跡めぐりパークや国内の他の都市に普及展開を行う計

画である。 
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また、本事業で特定したシェムリアップ市の主なニーズと同分野の神奈川県及び鎌倉市の

知見を表 C に示す。 

 

表 C 本事業で特定したシェムリアップ市の主なニーズと神奈川県・鎌倉市の知見 

課題 シェムリアップ市のニーズ 神奈川県及び鎌倉市の知見 

都市マスタープ

ラン 

都 市 マ ス タ ー プ ラ ン の

PDCA を行う組織体制・人

材の強化 

都市マスタープラン策定に関する検討

委員会の運営の知見 

 アプサラ機構等関係機関と

の連携の強化 

都市マスタープラン策定に関する公共

団体、研究機関、市民との連携の知見 

 都市マスタープランの改定 都市マスタープラン策定・改定の知見 

交通（交通需要

マネジメント及

び EV 普及） 

交通渋滞及び大気汚染の緩

和 

走行規制、パーク・アンド・ライド、コ

ミュニティバス、交通公害低減システ

ム、EV 導入時及び利用時の優遇策、か

ながわ EV タクシープロジェクト等の施

策の知見 

環境（固形廃棄

物） 

固形廃棄物の減量化・資源

化に関する市民意識向上 

地域リーダーの養成、分別徹底の周知、

環境教育の実施等の施策の知見 

 
シェムリアップ州政府は、神奈川県との都市間連携の樹立及びシェムリアップ市の都市マ

スタープラン策定支援、シェムリアップ市の観光都市交通の低炭素化支援を日本政府・神

奈川県に要請している。 

今後、都市間連携の枠組みの下、JCM を含む日本政府の資金スキームを活用し、日本の自

治体による技術協力や民間企業の技術導入を行うことで、シェムリアップ市の課題解決と

環境文化都市づくりを推進することができると考えられる。 
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第 1 章 対象国・対象都市の諸制度・事業環境 
 

1.1 カンボジアの社会・経済状況 

 カンボジア王国（Kingdom of Cambodia、以下「カンボジア」）はインドシナ半島南部に

位置し、東にベトナム、西にタイ、北にラオスと国境を接する国である。国土面積は 18.1

万 km2（日本の約 2 分の 1）であり、国土の 73%を森林、16%を高地が占めている。人口

は約 1,531 万人（2014 年、IMF 推計値）、名目 GDP は約 168 億ドル（2011 年、IMF 推計

値）、一人当たり GDP は 1,103 ドル（2014 年、IMF 推計値）であり、国連により後発開発

途上国として認定されている。 

カンボジア経済は 1994 年から 2008 年まで、年率 12.9%の高い実質 GDP 成長を持続し

ていた。2009 年にはリーマン・ショックの影響で成長の牽引役となっていた民間消費の減

少により、同年の実質 GDP 成長率は 0.1%に急低下したが、その後は 2010 年が 6.0%、2011

年が 7.1%、2012 年が 7.3%、2013 年が 7.6%（推計値）、2014 年が 7.0%（推計値）（2013

年、Ministry of Economy and Finance）と高成長を続けている。この期間でカンボジアの

産業構造は大きく変化しており、1994 年を基準とすると第一次産業（農林水産業）の比率

が約 45%から約 27%に低下する一方、工業化が進み、第二次産業（縫製業等）が約 13%か

ら約 28%に上昇している（2013 年、Ministry of Economy and Finance）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2 カンボジアの温室効果ガス排出の状況 

(1) カンボジアの気候変動対策に係る政策 

カンボジア政府は 2004 年に国家開発計画の基盤となる四辺形戦略を定め、同戦略の下、

中期的な開発計画として 5 カ年の国家戦略開発計画（NSDP）を策定している。2014 年に

＜カンボジアの概況＞ 

人口： 

1,531 万人（2014 年推計値） 

GDP（名目）：   

168 億ドル（2014 年推計値） 

1 人当たり GDP： 

 1,103 ドル（2014 年推計値） 

経済成長率：  

 7.0%（2014 年推計値） 

主要産業： 

農業、縫製業、建設業、観光業 

図 1 カンボジアの地勢図 

★Siem Reap 

1
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発表された第三次国家戦略開発計画（2014 年～2018 年）において、気候変動対策は国家の

優先事項として位置付けられており、継続的なキャパシティ・ディベロップメントと環境

管理・生態系管理の必要性が記載されている。 

カンボジア政府は、この国家計画に基づいて気候変動対策に取り組んでいる。1993 年に

環境省に気候変動室を設立（2006 年に気候変動部に昇格）し、1995 年に国連気候変動枠組

条約（UNFCCC）を批准した。2009 年に首相を議長とする省庁横断の国家気候変動委員会

（NCCC）が設立され、2013 年 11 月 NCCC 第三回国家気候変動フォーラムにて、国家気

候変動戦略計画（2013 年～2024 年）（CCCSP）が公式発表された。CCCSP は、カンボジ

アをグリーンで、レジリエントで、持続可能で、公正な知識基盤型社会にするための以下

の 8 つの戦略を定めている。 

 

＜国家気候変動戦略計画（2013 年～2024 年）8 つの戦略＞ 

① 食糧増産・湿地保全・エネルギー確保を通したレジリエンスの向上 

② セクター、宗教、ジェンダー、健康における気候変動への脆弱性の改善 

③ 重要生態系（トンレサップ湖、メコン河、沿岸部、高地等）、生物多様性、文化遺跡

のレジリエンスの確保 

④ 持続可能な国家開発に資する低炭素計画・技術の導入促進 

⑤ 気候変動対策に関するキャパシティ・知識・認識の向上 

⑥ 適応型の社会保障・アプローチ（特にロス・アンド・ダメージの低減）の推進 

⑦ 気候変動対策に係る国家の組織体制の強化 

⑧ 国際的・地域的な気候変動対策の取組への積極的な参加と連携の強化 

 

(2) カンボジアの温室効果ガス排出の状況 

2002 年に UNFCCC に提出されたカンボジア第一次国別報告書によると、カンボジアの

温室効果ガス排出量の総計は 1994 年時点で 68 百万トン CO2 換算である。表 1・図 2 に示

すとおり土地利用・土地利用変化（LULUCF）セクターが 55.2 百万トン CO2 換算で最も

多く、全体の約 80%を占めており、農業セクターが 10.6 百万トン CO2 換算でこれに続い

ている。 

カンボジアの温室効果ガス排出量は人口増加と経済成長に伴い急速に増加しており、現

状維持（BaU: Business-as-Usual）シナリオの場合、2020 年までに 97.6 百万トン CO2 換

算まで増加する。特にエネルギーセクターのエネルギー転換部門、運輸部門の増加幅が大

きく、2000 年～2050 年にかけてエネルギー転換部門は 23.1 倍、運輸部門は 15.3 倍に増加

すると推計されている。 
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表 1 カンボジアのセクター別温室効果ガス排出量・吸収量（単位: 百万トン CO2e） 

排出源・吸収源 1994 2000 2010 2020 

エネルギー 1.9 2.6 4.8 8.8 

工業プロセス 0.1 N/A N/A N/A 

農業 10.6 12.0 17.8 26.8 

廃棄物 0.3 0.3 0.4 0.5 

土地利用・土地利用変化（LULUCF） 55.2 58.4 57.6 61.5 

排出量 68.0 73.4 80.6 97.6 

LULUCF による吸収量 -73.1 -67.1 -61.1 -53.8 

純排出量 -5.2 6.2 19.5 43.8 

 

 

図 2 温室効果ガス排出量の将来予測（1994 年～2020 年）（単位: 百万トン CO2e） 

（LULUCF 吸収量除く） 

（出典: Ministry of Environment, 2002. Cambodia’s Initial National Communication.） 

 

(3) カンボジアの温室効果ガス排出削減の取組 

 カンボジアは 2002 年に京都議定書を批准し、2003 年に環境省の下に指定国家機関（DNA）

を設置し、クリーン開発メカニズム（CDM）プロジェクトの実施を推進しており、2013

年 1 月 29 日時点で 10 件の CDM プロジェクトが国連 CDM 理事会で承認されている。表

2 に示すとおり、カンボジアにおける CDM プロジェクトの大半は、水力発電またはバイオ

ガス利用によるエネルギー生産である。また、国連工業開発機関（UNIDO）や地球環境フ

ァシリティ（GEF）、国際協力機構（JICA）等ドナーの支援を受けて、再生可能エネルギ

ーや工業セクターの省エネルギーのプロジェクトが実施されている。 
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表 2 カンボジアにおける登録 CDM プロジェクト（2015 年 2 月 18 日時点） 

プロジェクト名 セクター 関係国 

排出削減量

予測(トン 

CO2/年) 

カムチャイ水力発電 BOT プロジェクト 水力発電 オランダ 281,348 

スタン・アテイ水力発電プロジェクト 水力発電 スウェーデン 266,472 

ストゥン・タタイ水力発電プロジェクト 水力発電 オランダ 563,074 

ストゥン・ラッセイ・チュラム水力発電プ

ロジェクト 
水力発電 スイス 701,199 

MH Bio-ethanol 社蒸留所におけるバイオ

ガスプロジェクト 
バイオガス

 
58,146 

W2E Siang Phong 社バイオガスプロジェ

クト 
バイオガス

 
26,592 

Kampot セメント社排熱発電プロジェクト 排熱利用 デンマーク 17,107 

サムロン・トム養豚場でのメタン回収及び

発電事業 
バイオガス 日本 5,593 

TTY タピオカ澱粉工場バイオガスプロジェ

クト 
バイオガス

 
50,036 

Angkor Bio Cogen 社籾殻発電事業 
バイオマス

利用 
日本 51,620 

（出典: MOEJ/OECC, 2004. ‘京都メカニズム情報プラットフォーム’. により OECC 作成） 

 

(4) カンボジアにおける二国間クレジット制度（JCM）の動向 

2014 年 4 月 11 日、プノンペンにおいて、隈丸優次駐カンボジア大使とサイ・サムオル

環境省大臣（H.E. Dr. SAY Samal, Minister of Environment）との間で、二国間クレジッ

ト制度に関する二国間文書の署名が行われた。二国間文書において、以下の項目が合意さ

れている（2014 年、環境省）。 

 日本・カンボジア間の低炭素及び持続可能な成長への取組の推進のため、両国は二国

間クレジット制度（JCM）を創設し、JCM を運用するため、合同委員会を設置する。 

 双方は JCM の下での排出削減及び吸収量を、国際的に表明した日本の温室効果ガス緩

和努力及びカンボジアの国として適切な緩和行動（NAMA）の一部として使用できる

ことを相互に認める。 

 JCM の透明性及び真の排出削減を確保し、これを他の国際的な緩和メカニズムには使

用しない。 
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 本文書に基づき、2015 年 1 月 15 日にプノンペンにおいて第一回合同委員会が開催され、

合同委員会の責任・役割とメンバーの決定、JCM の実施に係るガイドライン類の採択が行

われた。カンボジア側の合同委員会のメンバーを表 3 に示す。 

 

表 3 カンボジア側の合同委員会のメンバー 

No. 氏名 所属 役職 

1 H.E. Sao Soheap 環境省 議長 

2 H.E. Tin Ponlok 環境省 議長代理 

3 H.E Khieu Borin 環境省 委員 

4 H.E. Sar Chetra 農林水産省 委員 

5 H.E Por Nimol 鉱業エネルギー省 委員 

6 Mr. Prep Chanvibol 公共事業運輸省 委員 

7 Mr. Ven Keahak 工業工芸省 委員 

8 Mr. Sum Thy 環境省気候変動部 事務局 

9 Mr. Uy Kamal 環境省気候変動部 事務局 

10 Mr. Ou Chanthearith 環境省気候変動部 事務局 

11 Ms. Klhok Vichetrath 環境省気候変動部 事務局 

12 Mr. Leang Sophal 環境省気候変動部 事務局 

13 Mr. Sum Cheat 環境省気候変動部 事務局 

 

1.3 カンボジアのエネルギーセクターの状況 

(1) カンボジアのエネルギー供給の状況 

 カンボジアの電化率は都市部 96%、農村部 51%（2013 年、カンボジアエネルギー庁）で

ある。2013 年のカンボジアにおける発電量・電力輸入量の合計は 4,051 百万 kWh であり、

うち 61.5%をタイ、ベトナム、ラオスからの輸入に依存している。自国における発電量（1,769

百万 kWh）の 95%が独立系発電事業者による発電であり、57.4%が水力由来、32.7%がデ

ィーゼル・重油由来、9.5%が石炭由来である。このため、図 3 に示すとおりカンボジアの

電力料金は他の ASEAN 諸国と比較して非常に高く、カンボジア電力公社が供給する一般

用電力に関して、プノンペン市内で 1kWh あたり 610 リエル（約 0.15US ドル）（月の消費

量 50kWh 以下）、シェムリアップ市で 820 リエル（約 0.20US ドル）、プレイベン市で 1220

リエル（約 0.30US ドル）である（2013 年、カンボジアエネルギー庁）。 

カンボジア電力開発計画（2007 年）によると、カンボジア国内の電力需要は 2020 年ま

で急速に増加すると予想されている。2013 年のカンボジアの発電所の電力供給力は

948MW である。一方で 2020 年には 2,770MW の需要が見込まれる。 

カンボジア政府は電力生産を拡充するために2014年に発表された第二次国家戦略開発計

画（NSDP）（2014 年～2018 年）において、水力・天然ガス・再生可能エネルギーの活用
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や民間セクターのエネルギー分野への投資を推進している。NSDP に基づいて鉱業エネル

ギー省は電力拡張計画を策定しており、同計画によると 2020 年までに 8 つの水力発電所、

3 つの火力発電所が完成する予定である。これにより電力供給力は、最大 3,576 MW 拡充

され、需要が満たされる見込みである。現状ではカンボジアの地方電化率は 51%に留まっ

ているが、鉱業エネルギー省は「2020 年までにバッテリー照明を含め村落電化率 100%を

達成」し、また「2030 年までにグリッド品質の電気により世帯電化率 70%を達成」する計

画である。 

村落電化に関するカンボジアの戦略は、2003 年に作成された”Renewable Energy Action 

Plan：REAP”と 2008 年に作成された”Cambodia Energy Sector Strategy：CESS”に

基づき計画されている。また 2004 年に村落電化基金（Rural Electrification Fund：REF）

が設立されている。同計画に基づき、モンドルキリ州における 2 基の 370kW の小水力発電

所の建設・地方都市への電力供給事業等が実施されている。 

 

 

図 3 1kWh あたりの一般用電気料金の比較（単位: ドル） 

（出典: JETRO, 2012. ‘第 22 回アジア・オセアニア主要都市・地域の投資関連コスト比較’. 

により OECC 作成） 

 

(2) カンボジアのエネルギー需要の状況 

図 4 に示すとおり、鉱業エネルギー省は”NATIONAL POLICY, STRATEGY AND 

ACTION PLAN ON ENERGY EFFICIENCY IN CAMBODIA （Draft）”において、BaU

シナリオの場合、カンボジアのエネルギー需要は、1,592 kt 石油換算（2009 年）から、5,948 

kt 石油換算（2035 年）まで、年平均 5.20%の成長率で増加すると試算している。 

鉱業エネルギー省は、2035 年までの達成目標として、エネルギー需要の BaU シナリオ

比 20%削減、CO2 排出量の 300 万トン CO2 換算削減を設定し、工業部門の省エネ、エン

ドユーザーの製品の省エネ、建物の省エネ、地方の発電・送配電の省エネ、バイオマスの

効率的な利用を優先的に推進する方針である。同方針に基づいて、高級ホテルや大規模開

発事業、公共の建物に対する省エネ建築の適用や省エネ設備の導入を推進する施策が検討

されている。 
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図 4 カンボジアにおけるエネルギー需要予測（2009 年～2035 年） 

（出典：鉱業エネルギー省） 

 

1.4 カンボジアの交通セクターの状況 

カンボジアの交通セクターは公共事業運輸省により所管されている。公共事業運輸省に

よると、2012 年の車両登録台数は、二輪車が 233,497 台、自家用車が 22,209 台、商用車

が 3,858 台、貨物車 11,591 台である。図 5 に示すとおりカンボジアにおける車両は 2004

年から 2012 年にかけて急激に増加している。特に二輪車の増加が著しく、2004 年～2012

年の二輪車の年平均成長率は 33.85%と大幅な伸びを示している。近年の車両台数の増加に

伴い、都市部における渋滞、交通事故が社会問題となっている。 

カンボジア政府は、NSDP（2014 年～2018 年）において交通と都市インフラの開発を優

先的な開発目標の 1 つとして位置付けており、道路インフラ整備とともに、環境に配慮し

た都市交通の推進、バス・ライトレール等の公共交通の普及等を行う方針である。 

 

 

図 5 カンボジアにおける車両登録台数の推移（1990 年～2012 年）（単位：台） 

（出典：公共事業運輸省） 
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1.5 シェムリアップ市の社会・経済状況 

 シェムリアップ市はシェムリアップ州の州都であり、首都プノンペン市から 314km 北西

に位置する。面積は 427.23 km2 であり、国際連合教育科学文化機関（UNESCO）に登録

された世界文化遺産であるアンコール遺跡を擁しており、東南アジア最大の湖であるトン

レサップ湖に近接する市である。人口は約 24.5 万人（2014 年、シェムリアップ市）である

が、交流人口は年間約 502 万人（約 235 万人の海外観光客を含む）（2014 年）である。ア

ンコール遺跡の観光の拠点として開発が進められており、現在では、東南アジアを代表す

る文化観光都市として国際的に認知されている。 

 

 

図 6 シェムリアップ市の地勢図 

 

1.6 シェムリアップ市の交通セクターの状況 

(1) シェムリアップ市の交通量の状況 

 アンコール遺跡のチケットブースにおける車両（地域住民と国内・海外観光客が利用す

る車両）の一日平均入場台数の推移を図 7 に、データを表 4・表 5 に示す。2012 年 6 月と

2014 年 9 月の交通量調査の結果を比較すると、バイク、ルモーモト（カンボジアのトゥク

トゥク）、セダン、ミニバン、ピックアップトラック、マイクロバス（24 人乗り以下）、バ

ス、いずれの車種に関しても、台数が大幅に増加している。特にルモーモトとバスの増加

幅が大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜シェムリアップ市の概況＞ 

人口：24.5 万人（2014 年） 

面積：472.73 km2（13 郡） 

観光客数： 

502 万人（海外観光客 235 万人）

 （2014 年） 

（出典：シェムリアップ市） 
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図 7 アンコール遺跡のチケットブースにおける車両の一日平均入場台数の推移 

 

表 4 アンコール遺跡チケットブース前における交通量調査の結果 

（2012 年 6 月 17 日～20 日の平均値） 

Hour Motorbike 
Reumork 

moto 

Car, Pickup, 

Van 12-15 
Bus 24 Bus 32-45 

5:00 AM 49 94 36 4 3 

6:00 AM 139 12 22 3 1 

7:00 AM 232 58 59 9 18 

8:00 AM 277 136 130 23 12 

9:00 AM 228 102 103 14 3 

10:00 AM 240 59 53 5 3 

11:00 AM 227 42 61 4 1 

12:00 PM 141 56 37 2 2 

13:00 PM 158 37 36 3 4 

14:00 PM 160 32 82 3 3 

15:00 PM 202 49 66 5 6 

16:00 PM 262 30 96 3 5 

17:00 PM 214 27 38 1 1 

Total 2529 734 819 79 62 

（出典：経済産業省. 2013. ‘カンボジア国アンコール・ワット地域スマートコミュニティ

事業可能性調査報告書’に基づいて OECC 作成） 
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表 5 アンコール遺跡チケットブース前における交通量調査の結果 

（2014 年 9 月 8 日～14 日の平均値） 

Hour Motorbike 
Reumork 

moto 

Car, Pickup, 

Van 12-15 
Bus 24 Bus 32-45 

5:00 AM 52 143 44 9 4 

6:00 AM 147 64 27 3 3 

7:00 AM 234 82 59 15 21 

8:00 AM 253 137 161 21 28 

9:00 AM 223 100 105 5 3 

10:00 AM 241 84 77 3 1 

11:00 AM 243 62 67 0 1 

12:00 PM 251 81 70 3 4 

13:00 PM 255 63 69 4 6 

14:00 PM 315 50 80 6 8 

15:00 PM 344 52 92 7 6 

16:00 PM 404 72 95 4 4 

17:00 PM 412 64 88 3 1 

Total 3374 1054 1034 83 90 

（出典：アプサラ機構） 

 

(2) シェムリアップ市の交通セクターの課題 

シェムリアップ市では、急増する観光客に対応する道路・信号機・駐車場等の交通イン

フラの整備が不十分であり、公共交通機関が存在しないため、交通渋滞の多発、大気汚染

の深刻化等の問題が生じている。 

 大気汚染の進行を緩和するために、シェムリアップ市やアプサラ機構（アンコール遺跡

地域の保全・開発を管轄する政府機関）、UNESCO はシェムリアップ市及びアンコール遺

跡地域における電気自動車の導入を推奨してきた。2005 年から 7 Makara（韓国企業）が

電動ゴルフカートを運行している。また、2013 年から Bollore Blue Solutions（フランス

企業）が電動マイクロバスと電動セダンの実証を開始しているが、車両維持管理の不備や

ルモーモトドライバー協会の反発により、普及には至っていない。 

アンコール遺跡地域における海外観光客（カンボジア人観光客は含まない）のモーダル

シェア（車両台数・乗客輸送量）を図 9 に示す。現在、海外観光客の大半がルモーモトと

バスを利用して、シェムリアップ市及びアンコール遺跡を移動している。シェムリアップ

市の持続的な発展のために、ルモーモトとバスを中心とした環境に配慮した低炭素型観光

都市交通の整備が急務である。 

 

10



11 
 

 
図 8 Bollore Blue Solutions の電動セダン（左）と 7 Makara の電動カート（右） 

 

 

 
図 9 アンコール遺跡における海外観光客のモーダルシェア 

（左：車両台数、右：乗客輸送量） 

（出典：OECC） 

※アンコール・トム南門において、2014 年 9 月と 2014 年 12 月に 2 日間、 

各 3 時間（7:00～10:00）車両台数と乗客輸送量を計測した平均値 
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第 2 章 事業の概要 
 

2.1 事業のねらい 

アンコール遺跡はカンボジア国北西部のシェムリアップ市（人口約 24.5 万人、2014 年）

近郊に位置する遺跡群である。9 世紀～14 世紀に栄えたクメール王朝の首都の建築物・美

術品が残されており、1992 年に UNESCO の世界文化遺産に登録されている。年間約 502

万人の観光客（約 235 万人の海外観光客）（2014 年）が訪れるカンボジアの主要な観光地

であり、GDP の約 1 割以上を観光業が占めるカンボジア経済をけん引する存在となってい

る。 

他方でシェムリアップ市及びアンコール遺跡地域は、人口及び観光客の急増に伴い上水

道・電力・道路等のインフラ整備や大気汚染・廃棄物処理等の環境対策の遅れが課題にな

っている。同地域の給水率は約 25%と同国主要都市の中で最も低い水準である。また、排

ガス対策・整備が不十分な車両からの汚染物質の排出、ホテルで使用する大型ディーゼル

発電機、集積廃棄物の野焼き等に起因する大気汚染が深刻化している。金沢大学の古内ら

（2007 年）によると、アンコール遺跡地域の多環芳香族炭化水素（PAHs）濃度は約 4.0 

ng/m3 であり、東京都の約 3 倍（約 1.4 ng/m3）、金沢市の約 5 倍（約 0.8 ng/ m3）、タ

イの首都であるバンコク都中心部と同水準の汚染状況である。 

アンコール遺跡地域の課題を解決するため、2010 年度に（株）日本開発政策研究所を中

心とした日本の企業体により、アンコール遺跡地域において環境配慮型の文化観光都市開

発を行う「カンボジア・アンコール遺跡地域スマートコミュニティ開発事業」が計画され

た。本計画に関して、2012 年度より経済産業省インフラ・システム輸出促進調査等委託事

業により事業化が検討され、2013 年度に本調査結果に基づき、第一ラウンドの資金調達が

行われた。2015 年に（株）日本開発政策研究所と（株）フォーバルにより、東京と現地に

特別目的会社（SPC）が設立され、SPC 設立後プロジェクトの詳細設計及び第二ラウンド

の資金調達が開始される予定である。「アンコール遺跡地域スマートコミュニティ開発事

業」はエコモビリティ事業及びスマートエネルギー、上下水道・水リサイクル・廃棄物管

理を含むメコン文化・遺跡めぐりパーク事業（都市開発事業）で構成されている。これら

の事業の中にはJCMを活用してエネルギー起源二酸化炭素の削減に寄与するものがあると

推定される。 

以上の背景の下、平成 26 年度アジアの低炭素社会実現のための JCM 大規模形成可能性

調査事業委託業務 アンコール遺跡地域におけるJCMを活用した環境文化都市形成支援調

査（以下、本事業）では「アンコール遺跡地域スマートコミュニティ開発事業」との連携

の下、アンコール遺跡地域において面的に JCM の案件形成可能性調査を行う。本事業を通

して、同開発事業に JCM を適用することによる優れた低炭素・低公害技術導入の推進につ

いて検討する。また、並行してアンコール遺跡地域の環境対策の現状と課題を調査し、シ

ェムリアップ市や市内民間企業、遺跡を管理するアプサラ機構に日本の自治体の環境政策
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の知見を紹介することで、同地域における「環境文化都市」形成を支援する。 

 

2.2 適用技術・制度等 

 本事業では、表 6 に示す技術を対象として JCM 案件形成の可能性を調査した。 

 

表 6 調査対象技術一覧 

技術 概要 

電動バイク・電動三輪車 電気をエネルギー源とし、電動機を動力源として走行する

二輪車・三輪車 

インバーターエアコン インバーターによる圧縮機の部分負荷運転が可能であり、

エネルギー効率が高いエアコン 

インバーター（熱源ポンプ

用） 

直流電力を交流電力に変換する装置 

ビルエネルギー管理システ

ム（BEMS） 

計測・制御・監視装置、データ保存・分析・診断装置など

から構成される、室内環境・エネルギー使用状況の把握及

び室内環境に応じた設備等の運転管理によりエネルギー

使用量を削減するためのシステム 

 

2.3 対象地域 

 本事業では、カンボジア・シェムリアップ市及びアンコール遺跡地域を調査対象とした。 
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第 3 章 調査方法 
 

3.1 事業の内容 

本事業は、(1) エコモビリティ事業 JCM 案件実証調査、(2) メコン文化・遺跡めぐりパ

ーク事業 JCM 案件形成調査、(3) 環境文化都市政策調査の 3 つの活動から成る。各活動の

内容は以下のとおりである。 

 

(1) エコモビリティ事業 JCM 案件実証調査 

シェムリアップ市及びアンコール遺跡地域において、現地ドライバー協会の協力の下、

インタビュー・ヒアリング調査や車両燃費調査、プロジェクト車両（JCM プロジェクト実

施後に運行される車両）の走行テスト・電費調査を行い、「ドライバーのプロフィールに関

するデータ集（日常的な走行範囲や距離、ドライバーの収入、労働日数等）」及び「リファ

レンス車両（JCM プロジェクト実施前に運行される車両）のデータ集（燃費・走行距離等）」、

「プロジェクト車両に関するデータ集（電費・一充電当たり走行距離等）」、「プロジェクト

車両の保守管理マニュアル」を作成する。また、これらのデータ集及びマニュアルに基づ

いて MRV 方法論（案）の作成、JCM 事業設計書（PDD）（案）の作成、モニタリング計

画（案）の作成を行う。 

 

 (2) メコン文化・遺跡めぐりパーク事業 JCM 案件形成調査 

メコン文化・遺跡めぐりパーク内に開発が計画されている太陽光発電システム、ホテル・

商業施設、上下水道施設、廃棄物処理施設を対象として、本邦低炭素技術の適用可能性及

び JCM 事業化の可能性を調査し、実現可能性が高い事業の特定及び MRV 方法論（案）の

検討を行う。 

 

(3) 環境文化都市政策調査 

シェムリアップ市及びアンコール遺跡地域の環境対策の現状と課題を調査し、改善提案

を取りまとめる。 

 

3.2 事業の実施体制 

 本事業の実施機関は以下のとおり。実施体制図を図 10 に示す。 

 

(1) カンボジア側機関 

実施機関： シェムリアップ州政府、シェムリアップ市役所、アプサラ機構、ドライバ

ー協会（CCDA、IDEA） 

関係機関： 環境省、観光省、公共事業運輸省、ホテル協会、旅行代理店協会、商工会

議所 
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 (2) 日本側機関 

実施機関： （一社）海外環境協力センター、（株）日本開発政策研究所、テラモーター

ズ（株）、（株）未来技術研究所、（株）JTB コーポレートセールス 

協力自治体： 神奈川県産業労働局産業・エネルギー部、鎌倉市環境部 

 

(3) 関係ドナー 

（独）国際協力機構（JICA）、国際連合教育科学文化機関（UNESCO）  

 

 

図 10 調査実施体制図 
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第 4 章 調査結果 
 

4.1 活動の実績 

 本事業における各活動の実績を表 7 に示す。各活動は概ね当初計画どおりに進捗した。

期間中に計 8 回カンボジアに渡航し、現地調査、関係機関協議、セミナーを行った。また、

神奈川県において訪日研修を行った。 

 

表 7 活動の実績 

年月 

活動 

(1) エコモビリティ事

業 JCM 案件実証調査

(2) メコン文化・遺跡

めぐりパーク事業

JCM 案件形成調査 

(3) 環境文化都市政策

調査 

2014 年 6 月 

（第一回渡航） 
調査目標・内容・スケジュール・実施体制に関する協議 

2014 年 7 月 

（第二回渡航） 

1-1 ドライバーインタ

ビュー調査 

1-2 車両燃費調査 

2-1 メコン文化・遺跡

めぐりパーク事業に係

るアプサラ機構との協

議 

2-2 シェムリアップ市

の既存ホテルへのヒア

リング・低炭素技術ニ

ーズ調査 

3-1 環境政策に関する

情報収集 

2014 年 8 月 

（第三回渡航） 

1-3 中間報告会 

9 月 

（第四回渡航） 

1-4 プロジェクト車両

の走行テスト 

10 月 

（第五回渡航） 

1-5 交通量調査 

11 月 

（第六回渡航） 

- 3-2 訪日研修 

12 月 

（第七回渡航） 

1-6 車両燃費調査 

1-7 交通量調査 

3-3 環境政策に関する

改善策検討 

2015 年 1 月 

（第八回渡航） 

1-8 プロジェクト車両

の走行テスト 

1-9 最終報告会 

3-4 現地セミナー開催

2 月 

1-10 MRV 方法論（案）

作成 

1-11 PDD（案）・モニ

タリング計画（案）作

成 

2-3 既存ホテルにおけ

る JCM 案件形成の検

討 

2-4 低炭素技術リスト

作成 

3-5 今後の協力可能性

検討 
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4.2 活動の成果概要 

 本事業の各活動を通して得られた成果の概要を表 8 に示す。 

 

表 8 活動の成果 

活動 成果 

(1) エコモビリティ事業

JCM 案件実証調査 

「ドライバーのプロフィールに関するデータ集」、「リファレン

ス車両のデータ集」、「プロジェクト車両に関するデータ集」、

「プロジェクト車両の保守管理マニュアル」、ルモーモト運行

管理による観光客輸送サービス事業計画書、MRV 方法論（案）、

PDD（案）、モニタリング計画（案） 

(2) メコン文化・遺跡め

ぐ り パ ー ク 事 業

JCM 案件形成調査 

アプサラ機構との MOU（案）、メコン文化・遺跡めぐりパーク

及び既存ホテルに適用可能な低炭素技術のリスト 

(3) 環境文化都市政策調

査 

シェムリアップ市の都市課題に関する情報、神奈川県との都市

間連携の構築に係るシェムリアップ州知事の公式要請レター 

 

4.3 エコモビリティ事業 JCM 案件実証調査の結果 

(1)  エコモビリティ事業の概要 

エコモビリティ事業はルモーモト（カンボジアのトゥクトゥク）の運行管理による観光

客の輸送サービス事業である。エコモビリティ事業のビジネスモデルの要点を図 11 に示す。

また、実行計画・JCM 事業化スケジュール（案）・実施体制（案）を図 12 に示す。2015

年に組織づくりと既存ルモーモトによる運行管理プロセス構築を行い、2016 年~2017 年に

JCM を活用して電動車両約 250 台を導入する計画である。 

 

 

図 11 エコモビリティ事業のビジネスモデルの要点 
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実行計画 2015 2016 2017 2018 

雇用と組織づくり     

ビジョンと企業理念の浸透     

戦略パートナーと関係構築     

客引サービス仕組と拠点構築     

ドライバー運行手配業務構築     

ドライバー労務管理業務構築     

運行管理業務構築   ICT 開発  

電動車両管理業務構築  ●   

電動車両メーカーと共同開発    コストダウン 

電動車両の戦略的調達      

  ᇞJCM 事業化 

図 12 エコモビリティ事業の実行計画・JCM 事業化スケジュール（案） 

 

 (2) エコモビリティ事業の温室効果ガス削減効果の定量化・MRV 手法の検討の結果 

本事業を通してエコモビリティ事業の MRV 方法論（案）を検討した。MRV 方法論（案）

の検討の結果を以下に示す。また、作成した JCM 提案方法論（案）を附属資料 1 に示す。 

 

1) 参考とした MRV 方法論 

 MRV 方法論（案）の検討にあたり、表 9 に示す CDM の既存方法論を参考にした。また、

平成25年度環境省JCM方法論実証調査においてラオスで検討されたJCM提案方法論（案）

及び平成 24 年度 NEDO 地球温暖化対策技術普及等推進事業においてベトナムで検討され

た JCM 提案方法論（案）を参考にした。 

 

表 9 参考とした CDM の MRV 方法論 

方法論 説明 

AMS-III.C 

電気およびハイブリット車によ

る排出削減. 

化石燃料を使用する既存の輸送手段から、電気、ハイブ

リットの輸送手段に代替することにより、GHG 排出量

を削減する事業を対象としている。 

AMS-III.S. 

商用車に対する低炭素型の技

術、車両の導入 

公共バス等の特定ルートを巡回する商用車に対して、低

炭素型の技術、車両を導入あるいは修繕することにより、

GHG 排出量を削減する事業を対象としている。 

 

2) 温室効果ガス排出削減の手法 

本方法論（案）は、カンボジア国内において化石燃料を使用する既存の輸送手段（ルモ

ーモト）から、電気を使用する輸送手段（電動ルモーモト）に代替することにより、化石
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燃料消費量が削減され、温室効果ガス排出量が削減されるプロジェクトに適用される。 

 

3) 温室効果ガス削減量の評価方法 

運輸交通セクターにおける温室効果ガスの評価方法は、活動量と排出係数により表 10 に

示す 4 つのオプションに分類される。本調査では、電動ルモーモト（低燃費車）の導入効

果を評価する必要があるため、オプション②燃費法の考え方に基づいて温室効果ガス排出

量を評価した。 

 

表 10 温室効果ガス削減量の評価方法 

オプション 算定式 概要 主な適用対象 

①燃料法 燃料消費量(l)×排出

係数(kgCO2/l) 

燃 料 使 用 量 か ら

CO2 排出量を算定

する。 

精度を重視する場合 

②燃費法 走行距離(km)÷燃費

(km/l)×1/1,000× 排

出係数(kgCO2/l) 

燃費と走行距離から

CO2 排出量を算定

する。 

燃料使用量の直接把握が難し

いが、精度を重視する場合、低

燃費車の効果を評価する場合 

③人キロ法 輸送人員×走行距離

(km)× 排 出 係 数

(kgCO2/人 km) 

モード別経路別輸送

人キロから CO2 排

出量を算定する。 

燃料法や燃費法を利用するこ

とが難しい場合、モーダルシフ

ト等の効果を評価する場合 

④トンキロ

法 

輸送重量（t）×走行

距離(km)×排出係数

(kgCO2/トン km) 

車種別モード別輸送

トンキロから CO2

排出量を算定する。

燃料法や燃費法を利用するこ

とが難しい場合、積載率の向上

等の効果を評価する場合 

（出典）経済産業省、国土交通省「物流分野の CO2 排出量に関する算定方法ガイドライン」

に基づいて OECC 作成 

 

4) 適格性要件 

 本方法論（案）の適格性要件と選定理由を表 11 に示す。平成 25 年度環境省二国間クレ

ジット制度（JCM）方法論実証調査においてラオスで検討された JCM 提案方法論（案）及

び平成 24 年度 NEDO 地球温暖化対策技術普及等推進事業においてベトナムで検討された

JCM 提案方法論（案）の事例を参考に、カンボジアの状況に適した適格性要件を設定した。 
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表 11 適格性要件と選定理由 

要件 内容 選定理由 

要件 1 新車の電動バイクにより、ルモーモトの

ガソリンバイクが置き換えられる。 

JCM プロジェクトの対象となる技術の

ポジティブリストを要件とした。 

要件 2 事業実施後の電動ルモーモトの電力使

用量および走行距離が測定可能である。

JCM プロジェクトによる温室効果ガス

削減量の評価に必要なデータの有無を

要件とした。 

要件 3 カンボジアの系統電力が使用される。 JCM プロジェクトによる温室効果ガス

削減量のモニタリングを簡素化するた

めに系統電力の使用を要件とした。 

 

表 12 参考にした適格性要件 

要件 ラオス ベトナム 

要件 1 本方法論は電気自動車を導入し、化石燃

料自動車を代替するプロジェクト活動

に適用できる 

ベトナムに新車の電動バイク（排気量

150cc 相当以下）を導入すること 

要件 2 本方法論は 2 輪、3 輪及び 4 輪以上の

EVに適用できる。電動アシスト自転車、

ハイブリッド自動車、プラグインハイブ

リッド自動車には適用できない。プロジ

ェクト車両とリファレンス車両は同等

であることを以下の方法で証明し、プロ

ジェクト設計書に記載する 

a) 同一車種である（例えば、モーター

サイクル、バス、タクシー、貨物車、三

輪車） 

b) 乗車定員、または可能積載量が同等

である 

事業実施後の電動バイクの電力使用量

および走行距離を測定できること 

要件 3 対象に含まれる電気自動車は、a) ラオ

スの関連基準に適合し、b) 車両登録す

る車両で、c) 適正に廃車手続きを実施

することが見込める車両とする。本要件

を満たす車両の特定方法は、プロジェク

ト設計書に記述する 

電力バイクに使用される電力はベトナ

ムの系統電源由来であること 

要件 4 ラオスの系統電力だけを使用する EV

であること 
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5) 温室効果ガス排出源及び種類 

 本方法論（案）で対象とする温室効果ガス排出源及び種類を表 13 に示す。 

 

表 13 対象とする温室効果ガス排出源及び種類 

温室効果ガス排出源 温室効果ガス種類 説明 

車両による化石燃料の消費 CO2 既存のルモーモトで使用されるガソ

リンから発生する CO2 

系統電力の消費 CO2 電動ルモーモトで使用される系統電

源由来の電気から発生する CO2 

 

6) 排出削減量の算定方法 

 JCM においては、クレジットの発行対象となる排出削減量は、リファレンス排出量及び

プロジェクト排出量の差と定義される。リファレンス排出量は、ホスト国における提案プ

ロジェクトと同等のアウトプット又はサービスを提供する場合のもっともらしい排出量で

ある BaU 排出量よりも低く計算される。当アプローチは、温室効果ガス排出量の純削減及

び／又は回避を保証する（環境省.2014 年 10 月.『二国間クレジット制度の最新動向』）。 

エコモビリティ事業における既存の車両の排出量、BaU シナリオ、リファレンス車両の

排出量、プロジェクト車両の排出量、排出削減量のイメージを図 13 に示す。 

 

 

図 13 エコモビリティ事業における排出削減量のイメージ 

（環境省.2014 年 10 月.『二国間クレジット制度の最新動向』に基づいて OECC 作成） 
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 本事業では、上記の方針に基づき、以下の手順で排出削減量の算定方法を検討した。 

 

エコモビリティ事業における排出削減量の算定方法検討の手順 

① BaU シナリオの設定 

（a）JCM プロジェクトのバウンダリー（対象範囲）の設定 

（b）ドライバーのプロフィールに関するデータ集の作成 

（c）既存のルモーモトからの排出量のトレンドの予測 

② リファレンス車両の排出量の算定方法の検討 

（a）リファレンス排出量の算定式 

（b）サンプリング 

（c）リファレンス車両のデータ集の作成 

（d）デフォルト値の設定 

③ プロジェクト車両の排出量の算定方法の検討 

（a）リファレンス排出量の算定式 

（b）プロジェクト車両のデータ集の作成 

（c）充電方法の検討 

 ④ リーケージ排出量の検討 

⑤ 排出削減量の算定方法の検討 

 

① BaU シナリオの設定 

(a) JCM プロジェクトのバウンダリー（対象範囲）の設定 

エコモビリティ事業の JCM プロジェクトとしてのバウンダリーは、シェムリアップ市及

びアンコール遺跡周辺を走行しているルモーモトとする。これらのルモーモトは、主にア

ンコール遺跡を訪れる海外観光客を輸送しており、走行する範囲はアンコール・ワット、

アンコール・トムなどの遺跡周辺（概ね 20km 四方）に限定されている。シェムリアップ

市及びアンコール遺跡地域の地図を図 14 に示す。 
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図 14 シェムリアップ市及びアンコール遺跡地域の地図 

 

(b) ドライバーのプロフィールに関するデータ集の作成 

 シェムリアップのルモーモトドライバー147 名に対してアンケート調査を行い、142 名か

ら有効な回答を得た。この回答を基にドライバーのプロフィール、収入・支出、運行形態

等に関するデータ集を作成した。主要な結果を図 15～図 20 に示す。また、ドライバーの調

査票及びドライバーのプロフィールに関するデータ集を附属資料 2 に示す。 

 

 

図 15 ドライバーの年齢・家族構成・学歴 

 

 

 

 

シェムリアップ空港 

アンコール・トム 

アンコール・ワット 

シェムリアップ市 
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図 16 ドライバーの平均労働日数・平均労働時間 

 

 

図 17 ドライバーの一ヵ月当たりの平均収入・支出 

（ハイシーズン：10 月～3 月、ローシーズン：4 月～9 月） 
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図 18 ドライバーの一ヵ月当たりの平均収入・支出・純収入 

（ハイシーズン：10 月～3 月、ローシーズン：4 月～9 月） 

 
図 19 ドライバーのガソリンバイクの価格・状態・ローンの有無 

 

 
図 20 ルモー（客車）の価格・状態・ローンの有無 
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(c) 既存のルモーモトからの排出量のトレンドの予測 

 既存のルモーモトからの排出量に影響を及ぼす要因は走行距離と燃費である。走行距離

と燃費の今後のトレンドの予測とその根拠を表 14 に示す。ルモーモトの走行距離の急な増

加、燃費性能の急速な向上は想定されないため、BaU シナリオでは、今後数年にわたり、

現状と同水準の温室効果ガスが排出されると予測される。 

 

表 14 既存のルモーモトからの排出量の今後のトレンド予測とその根拠 

既存のルモーモト 

からの排出量に影響

を及ぼす要因 

今後のトレンド

の予測 

予測の根拠 

走行距離 ルモーモトの走

行距離の急な増

加（走行範囲の拡

大）は想定されな

い。 

図 14 に示すとおりルモーモトはアンコール遺

跡を訪れる海外観光客を輸送しており、走行す

る範囲はアンコール・ワット、アンコール・ト

ムなどの遺跡周辺に限定されている。 

燃費 ルモーモトの燃

費性能の急速な

向上（低燃費のガ

ソリンバイクへ

の買い替え、電動

バイクへの買い

替え等）は想定さ

れない。 

現状、カンボジアでは、省エネ法等、車両の燃

費目標基準を定めた法令が策定されておらず、

策定される計画がない。 

図 15～図 20 に示すとおり、ドライバーの多く

は、3 人以上の家族を養っているにも関わらず、

一ヵ月の平均純収入は 165 米ドルと低い。ガソ

リンバイクの購入価格は平均 1,024 米ドルであ

り、70%のドライバーがローンを組んで、中古

車を購入している。 

 

② リファレンス排出量の設定 

(a) リファレンス排出量の算定式 

リファレンス車両の排出量の算定式は、次のとおりである。y 年のプロジェクトで導入さ

れる電動ルモーモトの平均走行距離をリファレンス車両の燃費で除して、燃費改善係数と

ガソリンの正味発熱量及び CO2 排出係数を乗じて算定する。 

 

௬ܧܴ ൌ෍ሺሺܦܦ௬ ⁄ோாሻܥܨܵ ൈ ௬ܴܫ ൈ ܥܰ ௚ܸ௔௦௢௟௜௡௘ ൈ ௚௔௦௢௟௜௡௘ܨܧ ൈ ௬ܰሻ
௜
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ここで 

 ௬ リファレンス排出量 tCO2e/yܧܴ

௬ y年のプロジェクトで導入されるプロジェクト車両のܦܦ

平均走行距離 

km 

 ோா リファレンス車両の燃費 km/lܥܨܵ

௬ yܴܫ 年におけるリファレンス車両の燃費改善係数 - 

ܥܰ ௚ܸ௔௦௢௟௜௡௘ ガソリンの正味発熱量 MJ/l 

௚௔௦௢௟௜௡௘ ガソリンのܨܧ CO2 排出係数 tCO2e/MJ 

௬ܰ y年のプロジェクトで導入されるプロジェクト車両の

台数 

台 

 

 リファレンス排出量の算定に必要なパラメータを表 15 に示す。カンボジアでは過去に車

両燃費に関する統計調査・既存調査が実施されておらず、リファレンス車両の燃費に適用

可能なデータが存在しない。本事業において、既存のルモーモトのサンプリングを行い、

実測調査を通してリファレンス車両の燃費（km/l）のデフォルト値を設定した。 

リファレンス車両の燃費改善係数は、前項で検討したとおり、燃費性能の急速な向上は

想定されないため、CDM 小規模方法論 AMS-III.C のデフォルト値（0.99）を採用する。ま

た、ガソリンの正味発熱量及び CO2 排出係数は、カンボジア国の固有値が存在しないため、

IPCC2006 ガイドラインのデフォルト値を採用する。 

 

表 15 リファレンス排出量の算定に必要なパラメータ 

パラメータ 内容 出典 

௬ yܦܦ 年のプロジェクトで導入される

プロジェクト車両の平均走行距離 

プロジェクト事業者 

 ோா リファレンス車両の燃費 本事業でデフォルト値を設定ܥܨܵ

௬ yܴܫ 年におけるリファレンス車両の

燃費改善係数 

CDM 小規模方法論 AMS-III.C  

ܥܰ ௚ܸ௔௦௢௟௜௡௘ ガソリンの正味発熱量 IPCC 2006 ガイドライン 

௚௔௦௢௟௜௡௘ ガソリンのܨܧ CO2 排出係数 IPCC 2006 ガイドライン 

௬ܰ y 年のプロジェクトで導入される

プロジェクト車両の台数 

プロジェクト事業者 
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表 16 リファレンス車両の燃費のデフォルト値の設定方法 

○（高い）、ᇞ（普通）、×（低い） 

 

(b) サンプリング 

ドライバー協会へのヒアリングの結果によると、2014 年時点、シェムリアップ市及びア

ンコール遺跡地域を運行しているルモーモトの台数は約 7,000 台と推計される。うち、ド

ライバー協会に加入しているルモーモトの台数は約 1,200 台（Ｎ=1,200）である。エコモ

ビリティ事業は、協会ドライバーの車両の電動化を想定している。このため、協会ドライ

バーを母集団として、そこから実側調査を行うドライバーを単純任意抽出した。CDM ガイ

ドライン Sampling and surveys for CDM project activities and programmes of activities

を参考に、信頼水準を 90%（λ=1.645）とした。また、調査結果の精度について、10%ポイ

ントの誤差を許容し、平均燃費 20km/l（mean=20）、標準偏差 10km/l（SD=10）を想定し

て必要な標本数を求めた。すなわち、以下の条件から、標本数は 65 台以上とした。 

 

n	 ൒ 	
1.645ଶ ൈ ܰ ൈ ܸ

ሺܰ െ 1ሻ ൈ 0.1ଶ ൅ 1.645ଶ ൈ ܸ
	ൌ 	

1.645ଶ ൈ 1,200 ൈ 0.25
ሺ1,200 െ 1ሻ ൈ 0.1ଶ ൅ 1.645ଶ ൈ 0.25

ൌ 64.091 

 

V ൌ ൬
ܦܵ
݉݁ܽ݊

	൰
ଶ

ൌ 	 ሺ
10
20
ሻଶ ൌ 0.25 

 

(c) リファレンス車両のデータ集の作成 

ドライバー協会に加盟しているルモーモト 67 台に対して実側調査を行い、66 台から有効

な結果を得た。この結果を基にリファレンス車両のデータ集を作成した。調査の概要を表

17 に、手順を図 21 に、主要な結果を図 22～図 24 に示す。また、車両の調査票及びリファ

レンス車両のデータ集を附属資料 3 に示す。 

 

オプション 評価 コメント 

統計調査 × 適用可能なデータが存在しない。 

既存調査 × 適用可能なデータが存在しない。 

メーカーのカタログ値 × カンボジアのトゥクトゥクは二輪車がキャビンをけん引

するモデルであるため、二輪車メーカーのカタログ値で

は実態を反映できない。 

実測調査・全数 ᇞ 調査の負担が大きい。 

実測調査・サンプル ○ 調査の負担が少ない。「信頼性」と「代表性」を担保で

きるサンプリング手法の選定が必要である。 
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表 17 燃費実側調査の概要 

対象車両 
ルモーモト：66 台（100cc：10 台、110cc：21 台、125cc：34 台、150CC：1

台） 

測定期間 1 日 

測定月日 

2014 年 7 月 4 日（11 台）、2014 年 7 月 5 日（1 台） 

2014 年 7 月 9 日（14 台）、2014 年 7 月 10 日（14 台） 

2014 年 7 月 11 日（16 台）、2014 年 12 月 9 日（10 台） 

測定地域 シェムリアップ市及びアンコール遺跡地域 

測定方法 
満タン法（給油量及び走行距離をオドメーター及び GPS ロガーにより読み取

り算定） 

 

 
図 21 燃費実側調査の手順 

 

 
図 22 調査車両のメーカー・モデル年・排気量 
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図 23 実側調査の結果：走行距離・ガソリン消費量・燃費 

 

図 24 実側調査の結果：走行ルート・一トリップ当たりの平均乗客数 

 

(d) デフォルト値の設定 

 燃費実側調査で得られたデータを分析し、リファレンス車両の燃費を設定した。結果を

表 18 に示す。デフォルト値の設定に際しては、リファレンス排出量が BaU シナリオの排

出量よりも低く計算されることを担保するために、90%信頼区間の上限値を用いることが適

切と考えられる。この結果に基づくと、リファレンス車両の燃費のデフォルト値は 31.6 km/l

である。 

 

表 18 燃費実側調査の結果 

車種 台数（台） 燃費平均値 

（km/l） 

標準偏差 90%信頼区間 

下限値 上限値 

ルモーモト 66 29.5 10.7 27.3 31.6 
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③ プロジェクト排出量の算定方法の検討 

(a) プロジェクト排出量の算定式 

プロジェクト車両の排出量の算定式は、次のとおりである。y 年のプロジェクトで導入さ

れるプロジェクト車両の平均走行距離をプロジェクト車両の電費で除して、送配電ロス率

を加味した系統電力の CO2 排出係数を乗じて算定する。 

 

௬ܧܲ ൌ෍ሺሺܦܦ௬ ⁄୔୎,୷ሻܥܧܵ ൈ ௚௥௜ௗܨܧ ሺ100%െ ⁄௬ሻܮܦܶ ൈ ௬ܰሻ
௜

 

 

ここで 

Pܧ௬ プロジェクト排出量 tCO2e/y 

௬ y年のプロジェクトで導入されるプロジェクト車両のܦܦ

平均走行距離 

km 

 ୔୎,୷ プロジェクト車両の電費 km/kWhܥܧܵ

 % ௬ 系統電力の送配電ロス率ܮܦܶ

௚௥௜ௗ 系統電力のܨܧ CO2 排出係数 tCO2e/MJ 

௬ܰ y年のプロジェクトで導入されるプロジェクト車両の

台数 

台 

 

プロジェクト排出量の算定に必要なパラメータを表 19 に示す。プロジェクト車両の走行

距離・電費は、JCM 事業実施の際に導入車両の実測調査（全数またはサンプル）を行い、

継続的に測定、記録、集計する。また、送配電ロス率はカンボジア電力庁のデータを採用

し、系統電力の CO2 排出係数はカンボジア環境省の公開データを採用する。シェムリアッ

プ市では、現在、タイからの輸入電力が主に使用されているが、カンボジア電力公社によ

ると、2016 年までに送電線が延伸され、国内の水力発電所から電力が供給される計画であ

る。このため、本事業では、既存の系統電力の CO2 排出係数を採用する。 

なお、発電所の新設と送電線の延伸に伴い。カンボジア環境省により、系統電力の CO2

排出係数の見直しが行われている。系統電力の CO2 排出係数が改定された場合は、新たな

値を採用する。 
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表 19 プロジェクト排出量の算定に必要なパラメータ 

パラメータ 内容 出典 

௬ yܦܦ 年のプロジェクトで導入される

プロジェクト車両の平均走行距離 

プロジェクト事業者 

 ୔୎,୷ プロジェクト車両の電費 プロジェクト事業者ܥܧܵ

  ௬ 送配電ロス率 カンボジア電力庁ܮܦܶ

௚௥௜ௗ 系統電力のܨܧ CO2 排出係数 カンボジア環境省 

௬ܰ y 年のプロジェクトで導入される

プロジェクト車両の台数 

プロジェクト事業者 

 

(b) プロジェクト車両のデータ集の作成 

a) プロジェクト車両及び走行テストの概要 

JCM プロジェクトとして導入を予定している電動車両の電費性能（1kWh あたりの走行

距離）データ収集を目的として、車両の走行テストを実施し、走行距離及び消費電力量の

測定を行った。走行テストを行った車両は、（株）未来技術研究所が開発に関与し、マレー

シアの電動バイクメーカーである Eclimo が製造した“ES11”及びテラモーターズ（株）が開

発・製造した“R6”である。プロジェクト車両及び走行テストの概要を表 20 に示す。また、

走行テストの手順を図 25 に示す。 
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表 20 プロジェクト車両及び走行テストの概要 

対象車両 ES11（電動二輪車） R6（電動三輪車） 

写  真 

メーカー 
（株）未来技術研究所（開発）、Eclimo

（製造） 

テラモーターズ（株）（開発・製造） 

仕  様 

【寸法】 

長さ x 幅 x 高さ： 

1945mm x 1140mm x 720mm 

【リチウムバッテリー】 

54v/57Ah｜1000 lifecycle 

一充電走行距離：約 60 km 

【電動モーター】 

6000W 110 Nm torque direct drive

【寸法】 

長さ x 幅 x 高さ： 

2950mm x 1090mm x 1800mm 

【鉛バッテリー】 

60v/120Ah｜300 lifecycles 

一充電走行距離：約 100 km 

【電動モーター】 

3000W｜shaft drive 

測定月日 

2014 年 10 月 6 日～10 月 7 日、2014

年 12 月 3 日、12 月 10 日～12 月 12

日（6 日間） 

2015 年 1 月 28 日～2 月 3 日（7 日間）

測定地域 
カンボジア・シェムリアップ州シェム

リアップ市及びアンコール遺跡地域 

インド・グジャラート州ラージコート

市 

測定方法 
満タン法（充電電力量及び走行距離を

GPS ロガーにより読み取り算定） 

満タン法（充電電力量及び走行距離を

GPS ロガーにより読み取り算定） 
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図 25 走行テストの手順 

 

b) ES11 の走行テストの方法 

シェムリアップのルモーモトドライバーに、満充電の電動ルモーモト（ES11 と既存の客

車を接続した車両）を用いて通常どおり観光客を輸送してもらい、1 日の走行距離（km）

及び充電した電力量（=消費電力量）（kWh）を記録した。1 日の走行距離は GPS ロガーを

用いて測定し、消費電力量はワットメーターを用いて測定した。データの質を担保するた

め、測定機材はカンボジアの通信・電力状況で十分に有効に機能する装置が選定され、測

定機材は調査チームにより管理された。また、電動車両が適正に維持管理されるよう（株）

未来技術研究所により、「保守管理マニュアル」が作成され、マニュアルに基づいてドライ

バーの指導が行われた。使用した GPS ロガー及びワットメーターの概要を図 26 に示す。

なお、車両は付属のオンボードチャージャーを用いて、ドライバーの自宅、ホテル、レス

トラン等の電源において充電された。 

 

 

 

 

 

 

 

GPS ロガー          ワットメーター（190～270V） 

GARMMIN eTrex 10    メーカー名不明、TUV GS 認定 

 

 

 

 

図 26 使用した測定機材の概要（ES11） 
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c) ES11 走行テストの結果  

ES11 の走行テストの結果を表 21 に示す。電動車両の平均電費は、20.46 km/kWh であ

る。 

 

表 21 ES11 走行テストの結果 

調査月日 走行距離 

（km） 

電力消費量

（kWh） 

電費 

（Km/kWh）

主な走行ルート 

2014 年 10 月 6 日（月） 50.8 1.99 25.53 シェムリアップ市内、 

スモールサーキット 

2014 年 10 月 7 日（火） 46.8 2.00 23.40 シェムリアップ市内、 

スモールサーキット 

2014年12月03日（水） 72.1 4.34 16.61 シェムリアップ市内、 

スモールサーキット 

2014年12月10日（水） 33.1 1.14 29.03 シェムリアップ市内 

2014年12月11日（木） 55.2 2.00 27.60 シェムリアップ市内、 

スモールサーキット 

2014年12月12日（金） 22.4 2.23 10.04 シェムリアップ市内 

全体平均 - - 20.46 - 

 

d) R6 の走行テストの方法 

R6 ドライバーに、満充電の電動車両を用いて通常どおり乗客を輸送してもらい、1 日の

走行距離（km）及び充電した電力量（=消費電力量）（kWh）を記録した。1 日の走行距離

は走行距離計測器を用いて測定し、消費電力量はワットメーターを用いて測定した。なお、

車両は付属のチャージャーを用いて、ドライバーの自宅、ホテル、レストラン等の電源に

おいて充電された。使用した GPS ロガー及びワットメーターの概要を図 27 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

GPS ロガー          ワットメーター（190～270V） 

メーカー名不明        メーカー名不明 

 

 
図 27 使用した測定機材の概要（R6） 
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e) R6 の走行テストの結果 

 R6 の走行テストの結果を表 22 に示す。電動車両の平均電費は、18.67 km/kWh である。 

 

表 22 R6 走行テストの結果 

調査月日 走行距離 

（km） 

電力消費量

（kWh） 

電費 

（Km/kWh）

主な走行ルート 

2015 年 1 月 28 日（水） 55.2 2.74 20.15 ラージコート市内 

2015 年 1 月 29 日（木） 59.3 3.31 17.92 ラージコート市内 

2015 年 1 月 30 日（金） 45.0 2.31 19.48 ラージコート市内 

2015 年 1 月 31 日（土） 50.5 2.62 19.27 ラージコート市内 

2015 年 2 月 1 日（日） 50 2.49 20.08 ラージコート市内 

2015 年 2 月 2 日（月） 74.2 4.52 16.42 ラージコート市内 

2015 年 2 月 3 日（火） 60.7 3.50 17.34 ラージコート市内 

全体平均 - - 18.67 - 

 

 (c) 充電方法の検討 

a) 短期的な方法 

上述の車両燃費実側調査を通して、ルモーモトの一日あたり平均走行距離は 35.5 km で

あることがわかった。ES11 の一充電走行距離は約 60 km であり、R6 の一充電走行距離は

約 100 km である。このため、短期的には、付属のオンボードチャージャーを用いて、ドラ

イバーの自宅、ホテル、レストラン等の電源経由で系統電力から充電を行う方法を採用す

る。 

 

b) 中期的な方法 

エコモビリティ事業では、2020 年までに運行する電動車両の台数を 440 台に増やすこと

を計画しているため、中期的には系統電力への負荷を考慮した専用の充電ステーションの

設置が必要になる。また、アプサラ機構からは、環境保全のため、再生可能エネルギー由

来の電力を用いることが望ましいとの意見を得ている。 

以上を総合して、今後、政府機関との連携の下、シェムリアップ市及びアンコール遺跡

地域における充電インフラ整備を検討する。その際に、導入可能性のある低炭素技術・シ

ステムを以下に示す。これらの低炭素技術・システムを導入することで、JCM 事業の効果

を向上し、モニタリングを簡素化することができる。 

 

・ソーラーチャージングステーション 

 ソーラーチャージングステーションは太陽光発電による充電ステーションである。太陽

発電と系統電力を組合せた「ハイブリッド充電ステーション」と太陽光発電と蓄電池を組
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合せた「独立充電ステーション」に分類される。各ステーションのイメージ図と特徴を表

23 に示す。 

本技術の活用により、電動車両による CO2 削減効果を向上するとともに、系統電力が届

かないアンコール遺跡地域内の駐車場等における充電を可能にすることができる。 

 

表 23 充電ステーションのイメージ図と特徴 

分類 ハイブリッド充電ステーション 独立充電ステーション 

イメージ 

図 

  

特徴 ・ 系統電力と太陽光の組合せによ

り、昼夜問わず電動バイクを充電

・ 1 拠点最大 50 台程度を充電 

・ 管理システムにより、遠隔で電動

バイクの状態を確認 

・ 系統電力が届かないアンコール遺

跡地域内に設置可能 

・ 1 拠点最大 5 台程度を充電 

・ 夜間には LED 照明を点灯 

・ 非常時は蓄電池から電力供給（携

帯電話の充電等） 

 

・ユビ電 

 ユビ電はソフトバンクモバイル（株）が開発中の充電・認証システムである。同システ

ムを導入することで、電動車両と充電ステーションを認証し、電気の充電量、充電日時、

充電ステーションの位置等の情報をサーバで管理することができる。また、専用のアプリ

ケーションを用いて、どの充電ステーションでどれだけ充電したかをモニタリングするこ

とができる。 

本技術の活用により、JCM 事業のモニタリングを簡素化することができる。 
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図 28 奈良県明日香村で検証中のユビ電 

（出典：http://news.mynavi.jp/photo/articles/2014/10/11/michimo/images/005l.jpg） 

 

・バッテリーシェアリングシステム 

 バッテリーシェアリングシステムは電動バイクのバッテリー充電・交換システムである。

JTB コーポレートセールス（株）、兼松コミュニケーションズ（株）、スズキ（株）、パナソ

ニック システムソリューションズ ジャパン（株）、（株）リサイクルワンは、「環境省平成

24 年度地球温暖化対策技術開発・実証研究事業 電動バイク普及促進に資するバッテリー

交換ステーション事業化のための実証研究」を通して、鎌倉市において、実証実験（通称：

『e-KUNI つくろう鎌倉バイクプロジェクト』）を実施し、同システムの有効性を確認して

いる。バッテリーシェアリングサービスのビジネスモデル事例を図 29 に示す。 

 バッテリーシェアリングシステムの活用により、電動ルモーモト営業中の充電時間を短

縮するとともに、バッテリーの管理、トレース、劣化状況などのモニタリングをすること

ができる。 

38



39 
 

 

図 29 バッテリーシェアリングサービスのビジネスモデルの事例 

 

④ リーケージ排出量の検討 

導入される電動車両が、他のプロジェクト活動から移転されてきた場合、リーケージ排

出量を考慮する必要がある。本方法論（案）では、「新車」の電動車両の導入を適格性要件

とし、他のプロジェクト活動からの移転の可能性を排除することで、リーケージ排出量の

発生を回避する。 

 

⑤ 排出削減量の算定方法の検討 

 排出削減量は次式により算定する。 

 

௬ܴܧ ൌ ௬ܧܴ	 െ  ௬ܧܲ

ここで 

 ௬ 排出削減量 tCO2e/yܴܧ

 ௬ リファレンス排出量 tCO2e/yܧܴ

 ௬ プロジェクト排出量 tCO2e/yܧܲ

 

7) モニタリングパラメータとモニタリング方法 

本方法論（案）で必要になるモニタリングパラメータとモニタリング方法を表 24に示す。 
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表 24 モニタリングパラメータとモニタリング方法 

パラメータ 内容 モニタリング方法 

௬ yܦܦ 年のプロジェクトで導入さ

れる電動ルモーモトの平均走

行距離 

オドメーター等により、継続的に計測

（全数、またはサンプル）、記録、集計

する。 

௬ܰ y 年のプロジェクトで導入さ

れるプロジェクト車両の台数 

購入伝票等により、継続的に記録する。

ோா リファレンス車両の燃費 本ܥܨܵ 事 業 で 設 定 し た デ フ ォ ル ト 値

（31.6km）を用いる。 

୔୎,୷ プロジェクト車両の電費 電力量計等により、継続的に計測（全ܥܧܵ

数、またはサンプル）、記録、集計する。

௬ yܴܫ 年におけるリファレンス車

両の燃費改善係数 

CDM 小規模方法論 AMS-III.C のデフ

ォルト値を確認する。国の固有値が公

開された場合は同データを用いる。 

ܥܰ ௚ܸ௔௦௢௟௜௡௘ ガソリンの正味発熱量 IPCC 2006 ガイドラインのデフォルト

値を確認する。国の固有値が公開され

た場合は同データを用いる。 

௚௔௦௢௟௜௡௘ ガソリンのܨܧ CO2 排出係数 IPCC 2006 ガイドラインのデフォルト

値を確認する。国の固有値が公開され

た場合は同データを用いる。 

௬ 送配電ロス率 カンボジアエネルギー庁の公表値を確ܮܦܶ

認する。 

௚௥௜ௗ 系統電力のܨܧ CO2 排出係数 カンボジア環境省の公表値を確認す

る。 

 

(3) 排出削減量の試算 

 上記の方法論（案）に基づいて、プロジェクト車両として電動ルモーモトを 1 台導入し

た際の排出削減量を試算した。排出削減量は電動ルモーモト 1 台あたり、0.44 tCO2e と推

計される。試算に用いた算定式とパラメータは以下のとおり。 

 

1) リファレンス排出量 

 

௬ܧܴ ൌ 11,999 31.6⁄ ൈ 0.99	 ൈ 	32.8 ൈ 69,300 ൈ 10ିଽ ൌ   ଶܱ݁ܥݐ	0.85
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表 25 リファレンス排出量の試算に用いた値 

パラメータ 内容 値 出典 

௬ y年のプロジェクトで導ܦܦ

入されるプロジェクト

車両の平均走行距離 

11,999 

km 

既存ルモードライバーの一営

業日あたり平均走行距離 35.5、

一週間の平均勤務日数 6.5（年

間勤務日数 338 日）から推計 

ோா リファレンス車両の燃ܥܨܵ

費 

31.6 

km/l 

本事業で設定したデフォルト

値 

௬ y年におけるリファレンܴܫ

ス車両の燃費改善係数 

0.99 CDM小規模方法論AMS-III.C

のデフォルト値 

ܥܰ ௚ܸ௔௦௢௟௜௡௘ ガソリンの正味発熱量 32.8 

MJ/l 

IPCC 2006 ガイドライのデフ

ォルト値 44.3 TJ/Gg と IEA の

デフォルト値 0.741 kg/l から

算定 

௚௔௦௢௟௜௡௘ ガソリンのܨܧ CO2 排出係

数 

69,300 

kgCO2e/TJ 

IPCC 2006 ガイドラインのデ

フォルト値 

௬ܰ y年におけるプロジェク

ト車両の導入台数 

1 

台 

 

 

2) プロジェクト排出量 

 

௬ܧܲ ൌ 11,999 20.5⁄ ൈ 0.6257 ሺ100% െ 12.3%ሻ ൈ 10ିଷ⁄ ൌ   ଶܱ݁ܥݐ	0.41
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表 26 プロジェクト排出量の試算に用いた値 

パラメータ 内容 値 出典 

௬ yܦܦ 年のプロジェクトで導

入されるプロジェクト

車両の平均走行距離 

11,999 

km 

既存ルモードライバーの一日平

均走行距離 35.5、一週間の平均

勤務日数 6.5（年間勤務日数 338

日）から推計 

௉௃,௬ プロジェクト車両の電ܥܧܵ

費 

20.5 

km/kWh 

本事業の ES11 の走行テストの

結果 

 ௬ 送配電ロス率 12.3ܮܦܶ

% 

カンボジア電力庁（2013 年） 

௚௥௜ௗ 系統電力のܨܧ CO2 排出係

数 

0.6257 

kgCO2e/kWh

カンボジア環境省（2011 年）（オ

ペレーティングマージン） 

௬ܰ y 年のプロジェクトで導

入されるプロジェクト

車両の台数 

1 

台 

 

 

3) 排出削減量 

 

௬ܴܧ ൌ 0.85 െ 0.41 ൌ   ଶܱ݁ܥݐ	0.44

 

(4) エコモビリティ事業実施時の排出削減量の試算 

 エコモビリティ事業における電動ルモーモトの導入計画と排出削減量を表 27 に示す。こ

のシナリオの場合、2020 年までに 440 台の電動ルモーモトが導入され、合計 640.8 tCO2e

の CO2 排出が削減される。 

 

表 27 設備導入規模及び排出削減量 

年 2015 2016 2017 2018 2019 2020 合計 

電動車両累計

導入台数 

20 120 270 340 390 440 440

台

CO2 排出削

減量 

8.8 51.6 113.4 139.4 156 171.6 640.8

tCO2e

 

(5) 大規模展開後の排出削減量の試算 

ドライバー協会へのヒアリングの結果によると、2014 年時点、シェムリアップ市及びア

ンコール遺跡地域を運行しているルモーモトの台数は約 7,000 台と推計される。また、プ

ノンペン特別市を運行しているルモーモトの台数は約 20,000 台と推計される。エコモビリ
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ティ事業の大規模展開により、これらのルモーモト全てを電動ルモーモトに置き換えた場

合の排出削減量は 11,880 tCO2e/年と推計される。 

 

4.4 エコモビリティ事業の JCM 事業化に向けた検討 

(1) JCM 事業化の可能性がある案件の概要 

本事業で特定した JCM 事業化の可能性がある案件の概要を表 28 に示す。また、PDD

（案）・モニタリング計画（案）を附属資料 1 に、エコモビリティ事業概要を附属資料 4 に

示す。 

 

表 28 本事業で特定した JCM 事業化の可能性がある案件の概要 

タイトル カンボジアにおける電動ルモーモトの導入 

JCM 事業の内容 カンボジア・シェムリアップ市及びアンコール遺跡地域において

2016 年～2017 年に合計 250 台の電動ルモーモトを導入し、 

観光客の輸送サービスを行う。 

対象技術 電動ルモーモト 

概算事業費 約 1.25 億円 

※車両価格 50 万円/台（輸入関税免除）を想定 

MRV 方法論 カンボジアにおける電動ルモーモトの導入（附属資料 1） 

温室効果ガス排出削減

効果 

約 110 tCO2e/年 

大規模展開後の排出削

減効果 

約 11,880 tCO2e/年 

コベネフィット 燃料費削減によるドライバーの収入向上、シェムリアップ市及び

アンコール遺跡地域の大気汚染の抑制 

 

(2) 事業化に向けた今後の検討事項 

特定した案件の JCM 事業化に向けて、以下の事項について検討が必要である。今後、JCM

プロジェクトの実施機関となる特別目的会社を設立し、同社の事業プロセスの構築、モニ

タリング体制の整備を行う必要がある。 

また、大規模展開を見据えて、車両の本体価格のコストダウンを図るとともに免税措置

を取得することが望ましい。本事業は公共性・社会性が高く、電動ルモーモトの価格低減

はドライバーの収入向上につながる。このため、現在、電動車両は輸入関税の免税対象に

なっていないが、シェムリアップ州知事より免税措置取得に関する支援表明がなされてい

る。今後、州政府等の協力を得て、経済財務省等への働きかけを行う予定である。 

＜電動ルモーモトの導入に係る検討事項＞ 

・JCM プロジェクト実施機関となる特別目的会社の設立 
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・特別目的会社の事業プロセスの構築、モニタリング体制の整備 

・電動車両のコストダウンに向けたメーカーとの協議 

・電動車両の輸入関税の免税措置取得のための政府機関との交渉 

 

(3) 事業化に向けたスケジュール 

 事業化に向けたスケジュールを表 29 に示す。2015 年度上期～下期に特別目的会社を設

立し、事業プロセスを構築するとともに、モニタリング体制を整備する。2016 年度上期か

ら、JCM プロジェクト設備補助事業を活用して JCM 事業を開始する計画である。また、

カンボジア・シェムリアップ市及びアンコール遺跡地域において、事業実施した後、国内

の他の都市や周辺国に普及展開を行う。 

 

表 29 事業化に向けたスケジュール 

項目 2015 年度 2016 年度 
上期 下期 上期 下期 

1) 事業化準備 

・特別目的会社設立 

・事業プロセス構築 

・モニタリング体制整備 

 ・電動車両メーカーとの協議 

・政府機関との交渉 

 

2) JCM 事業実施 

・車両の輸送 

・車両稼働・効果検証 

 

3) 他都市・他国への普及展開  

 

4.5 メコン文化・遺跡めぐりパーク事業 JCM 案件形成調査の結果 

(1) メコン文化・遺跡めぐりパーク事業の概要 

メコン文化・遺跡めぐりパーク事業は、シェムリアップ市中心部から約 5km の開発区域

において、自然と文化をテーマにしたホテルや商業施設、水族館、マーケット、バザール

等を開発し、運営を行う文化観光都市開発事業である。事業概要（UNESCO の ICC 会合

での発表資料）を附属資料 5 に示す。また、プロジェクトサイトを図 30 に示す。 
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図 30 メコン文化・遺跡めぐりパーク事業のプロジェクトサイト 

 

(2) メコン文化・遺跡めぐりパーク事業 JCM 案件形成調査の結果 

（株）日本開発政策研究所を中心とした日本の企業体は、アプサラ機構とアンコール遺

跡地域の開発用地ランドコンセッション契約に係る TOR を定めた MoU を締結するため、

2014 年度にわたり交渉を継続してきた。しかし、2014 年 11 月にカンボジア救国党（野党）

により、アンコール遺跡の入場料収入の透明性が欠如している問題が指摘され、その後、

与野党間の議論に発展したため、アプサラ機構総裁のアポイントが取得できず、MoU の交

渉が中断されている。 

このため、本事業では、メコン文化・遺跡めぐりパーク内に開発が計画されているホテ

ルにおける JCM 事業化の可能性を検討するため、シェムリアップ市の既存のホテルを対象

として、現状の把握及び低炭素技術のニーズ調査を行った。調査の結果を以下に示す。 

 

1）シェムリアップ市の既存ホテルの現状 

 シェムリアップ市の海外観光客数、ホテル・ゲストハウス数、ホテル・ゲストハウス部

屋数の推移を表 30 に示す。2008 年～2013 年の間に海外観光客数は、年平均成長率 16%で

プロジェクトサイト 

988,915 m2 
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増加しており、それに応じてホテル・ゲストハウス数、ホテル・ゲストハウスの部屋数も

増加している。 

 

表 30 海外観光客数、ホテル・ゲストハウス数、ホテル・ゲストハウス部屋数の推移 

年 2008 2009 2010 2011 2012 2013 

海外観光客数 1,059,870 998,084 1,322,971 1,610,076 1,907,226 2,237,286

ホテル数 113 120 125 138 155 163

ゲストハウス 

数 

221 227 210 230 219 229

ホテル部屋数 8,405 8,723 9,468 10,407 10,969 11,281

ゲストハウス 

部屋数 

2,854 3,060 2,766 3,207 3,251 3,497

（出典：観光省、シェムリアップ州観光局） 

 

2）シェムリアップ市の既存ホテルへのヒアリングの結果 

 2014 年 6 月時点で、シェムリアップ市には 5 つ星ホテルが 16 ヵ所、4 つ星ホテルが 29

ヵ所、3 つ星ホテルが 7 ヵ所ある。本事業において、代表的な 5 つ星ホテル、4 つ星ホテル

を対象にヒアリングを行った。ヒアリングを実施したホテルの一覧を表 31 に示す。 

ヒアリングの結果、各ホテルの系統電力の購入価格は 1 kWh あたり 17.5 US セント～

20.0 US セントであり、経費のうち電力代が多くの割合を占めていること、全てのホテルで

省エネ対策に力を入れており、省エネ診断支援及び設備補助のニーズが大きいことを確認

した。 

 開業後 10 年以上経過し、空調設備の更新を検討しているホテルが多く、高効率の空調シ

ステムに関するニーズが特に大きい。一方で、照明設備や給湯設備に関しては、独自に LED

や太陽熱給湯器を導入しているホテルが多い。このため、空調設備を対象に国内の技術調

査を行った。 
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表 31 ヒアリングを実施したホテル一覧 

ホテル名 部屋数 開業年 備考 

Borei Angkor Spa and Resort 138 2003 年 カンボジア資本（Innotality）の 5

つ星ホテル 

Le Meridien Angkor 213 2004 年 米国資本（Starwood）の 5 つ星ホ

テル 

Raffles Grand Hotel d'Angkor 199 1997 年 カナダ資本（FRHI）の 5 つ星ホ

テル 

Sofitel Angkor Phokeethra 

Golf and Spa Resort 

236 2000 年 フランス資本（Accor）の 5 つ星

ホテル 

Sokha Angkor Resort 276 2004 年 カンボジア資本（Sokimex）の 5

つ星ホテル 

Somadevi Angkor Resort and 

Spa 

164 2004 年 カンボジア資本（Khek Leang）

の 4 つ星ホテル 

 

3）空調設備に関する国内技術調査の結果 

 シェムリアップ市のホテルの空調設備は、冷凍機・冷却塔・エアハンドリングユニット

とパッケージエアコンに分類される。これらの設備の電力消費量（CO2 排出量）を削減す

るためには、設備の高効率化及び設備の制御技術の導入が効果的である。日本国内におけ

る同分野の低炭素技術と主な技術保有企業のリストを表 32 に示す。 

 

表 32 空調設備に関する低炭素技術と主な技術保有企業のリスト 

分類 低炭素技術 主な技術保有企業 

空調設備の高効率化 高効率ターボ冷凍機 ダイキン工業、荏原冷熱システ

ム、日立アプライアンス、三菱

重工、東芝キャリア 

ソーラーナチュラルチラー 川重冷熱工業 

高効率エアハンドリングユニッ

ト 

ダイキンアプライドシステム

ズ、新晃工業、東芝キャリア 

インバーター式パッケージエア

コン 

ダイキン工業、三菱電機、パナ

ソニック、東芝キャリア 

空調設備の制御 インバーター・コントローラー

（熱源ポンプ用） 

アズビル、日立産機システム、

安川電機 

ビルエネルギー管理システム

（BEMS） 

アズビル、日立製作所 
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4）MRV 方法論の検討 

 空調設備の高効率化・制御に関して、合同委員会承認済みの方法論を表 33 に、検討中の

方法論（案）を表 34 に示す。インバーター式パッケージエアコン及び高効率ターボ冷凍機

に関しては、インドネシアにおいて JCM 事業化された実績があるため、これら既存の JCM

提案方法論に基づき、適格性要件やリファレンス排出量を検討することができる。 

 

表 33 空調設備に関する MRV 方法論 

JCM 提案方法論 説明 備考 

インドネシアにおける

食料品店へのインバー

ターエアコンの導入 

食料品店においてインバーターエアコンを

導入し、エネルギー消費量を削減するプロ

ジェクトに適用される。 

2014 年 10 月 30

日に承認済み 

インドネシアにおける

高効率ターボ冷凍機の

導入による省エネ 

工場、商業施設等において高効率ターボ冷

凍機を導入し、エネルギー消費量を削減す

るプロジェクトに適用される。 

2014 年 9 月 17 日

に承認済み 

 

表 34 空調設備に関する MRV 方法論（案） 

JCM 提案方法論（案） 説明 調査名 

タイにおける高効率エ

アコン普及プログラム 

インバーターを搭載した高効率エアコンを

普及させるプログラムに適用される。 

平成 25 年度環境

省 JCM 方法論実

証調査 

ベトナムにおけるイン

バーター式高効率エア

コン導入による温室効

果ガスの削減 

インバーター式高効率エアコンを、従来の

非インバーター・エアコンと置き換え、も

しくは新規に建物に導入し、電力消費量の

削減を図り、GHG 排出削減を実現するプ

ロジェクトに適用される。 

平成 24 年度経済

産業省地球温暖化

対策技術普及等推

進事業 

タイにおけるビルエネ

ルギー管理システム

（BEMS）による省エネ 

既存の建築物（ビル等）に対して、BEMS

を導入することで、電力や化石燃料の使用

効率を向上させる。これによって、リファ

レンスシナリオと比較して CO2 排出削減

を実現するプロジェクトに適用される。 

平成 24 年度環境

省 JCM 方法論実

証調査 
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4.6 メコン文化・遺跡めぐりパーク事業の JCM 事業化に向けた検討 

(1) JCM 事業化の可能性がある案件の概要 

本事業で特定した JCM 事業化の可能性がある案件の概要を表 35 に示す。 

 

表 35 本事業で特定した JCM 事業化の可能性がある案件の概要 

タイトル カンボジアにおける 

高効率エアコンの普及 

カンボジアにおける 

高効率ターボ冷凍機及び 

インバーター・BEMS の導入 

JCM 事業の内

容 

シェムリアップ市及びアンコール

遺跡地域のホテルにおいて 

高効率エアコンを普及する。 

シェムリアップ市及びアンコール

遺跡地域のホテルにおいて 

高効率ターボ冷凍機及び 

インバーター・BEMS を導入する。

対象技術 高効率インバーターエアコン 高効率ターボ冷凍機 

インバーター・BEMS 

概算事業費 N/A N/A 

MRV 方法論 N/A 

※インドネシア、タイ、ベトナムの

方法論に基づいて作成 

N/A 

※インドネシア、タイの方法論に 

基づいて作成 

温室効果ガス

排出削減効果 

50～250 tCO2e/年 

※1 件あたり 

100～300 tCO2e/年 

※1 件あたり 

大規模展開後

の排出削減効

果 

約 5,400 tCO2e/年 

※シェムリアップの 4 つ星ホテル

29 ヵ所、3 つ星ホテル 7 ヵ所に展開

した場合 

約 3,200 tCO2e/年 

※シェムリアップの 5 つ星ホテル

16 ヵ所に展開した場合 

コベネフィッ

ト 

燃料費削減による経営改善 燃料費削減による経営改善 

 

(2) 事業化に向けた今後の検討事項 

特定した案件の JCM 事業化に向けて、以下の事項について検討が必要である。今後、JCM

プロジェクトの実施機関となる代表企業（エンジニアリング会社または商社を想定）及び

技術保有企業（メーカー）を特定する必要がある。想定される事業実施体制を図 31 に示す。

また、各ホテルにおいて省エネ診断調査を実施し、設備導入に係る費用・効果の算定、設

備の基本設計、MRV 方法論の構築、資金計画の作成、設備投資に係るホテルオーナーとの

交渉などを行う必要がある。 
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＜高効率ターボ冷凍機・高効率エアコンの普及・BEMS の導入に係る検討事項＞ 

・JCM プロジェクト実施機関となる代表企業及び技術保有企業の特定 

・導入設備の効果・費用の算定 

・導入設備の基本設計 

・MRV 方法論の構築 

・資金計画の作成 

・設備投資に係るオーナーとの交渉 

 

 

図 31 想定される事業実施体制 

 

(3) 事業化に向けたスケジュール 

 事業化に向けたスケジュールを表 36 に示す。本事業においては、JCM プロジェクト設

備補助事業の活用を予定している。また、ESCO スキームの活用も考えられる。2015 年度

上期～下期に代表企業・技術保有企業とともに JCM の事業化準備と詳細調査を実施し、

2016 年度上期から、JCM 事業を開始する計画である。シェムリアップ市内の既存ホテルに

おいて事業実施した後、メコン文化・遺跡めぐりパークや国内の他の都市に普及展開を行

う。 
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表 36 事業化に向けたスケジュール 

項目 2015 年度 2016 年度 
上期 下期 上期 下期 

1) 事業化準備 

・代表企業・技術保有企業特定 

・簡易省エネ診断調査実施 

・設備導入の効果・費用算定 

 

2) 詳細調査実施 

 ・詳細省エネ診断調査実施 

 ・導入設備の基本設計 

 ・MRV 方法論構築 

 ・資金計画作成（JCM 設備  

補助・ESCO 活用含む） 

 ・オーナーとの交渉 

 

2) JCM 事業実施 

・導入設備の詳細設計 

・設備の運搬・据付 

・設備稼働・効果検証 

 

(3) メコン文化・遺跡めぐりパー

ク・他都市への普及展開 

 

 

4.7 環境文化都市政策調査の結果 

(1) シェムリアップ市の環境政策に関する基礎情報収集調査の結果 

 本事業では、シェムリアップ市の環境政策の課題を特定し、改善提案を取りまとめるこ

とを目的として、基礎情報収集調査を行った。 

 

1) シェムリアップ市の都市計画策定の経緯 

2004 年～2006 年に、JICA により「シェムリアップ・アンコール地域持続的振興総合計

画調査」が実施され、2020 年を目標年次とした都市マスタープランが作成された。同マス

タープランにおいて、「クメールの歴史、芸術、自然の調和した美しいユニークな観光都市」

というビジョンが設定されている。また、同ビジョン実現に向けた 6 つの戦略の 1 つとし

て「環境持続性の高い街づくり」が掲げられており、以下 4 つのアプローチが提案されて

いる。 

(a) 環境管理体制づくり 

(b) 人々の環境意識の向上 

(c) 環境保全の財源づくり 

51



52 
 

(d) 開発計画の環境配慮 

・ 環境に優しいホテルなどの奨励 

・ 上水道整備による地下水取水の抑制 

・ 下水排水網整備による水質汚染の軽減 

・ 廃棄物管理・回収・処分システム整備による街の美化 

・ 電力開発と供給網整備による個別ディーゼル発電の抑制 

・ 遺跡地区内での環境にやさしい交通の推進 

 また、2010 年に「シェムリアップ・アンコール地域持続的振興総合計画作成にかかるフ

ォローアップ協力」が実施された。同フォローアップ協力では、都市開発セクター（中心

市街地整備）と運輸交通セクターに焦点をあてて、都市マスタープランにおける提案プロ

ジェクトの内容が再検討され、その結果を踏まえて、道路整備基本計画及び中心市街地整

備計画の策定、優先プロジェクト案の提案が行われた。 

 

2) シェムリアップ市の都市計画の課題 

 JICA の協力により策定された都市マスタープランは、現在までシェムリアップ州及びシ

ェムリアップ市において公式化をされておらず、参考資料として位置付けられている。 

JICA は、公式化されない原因は、シェムリアップ州及びシェムリアップ市、アプサラ機

構のオーナーシップの不足であると指摘をしている。他方でシェムリアップ市長は、既存

の都市マスタープランは計画が広く、かつ実施担当・実施計画が不明確であること、同マ

スタープランを策定した当時はカンボジアにおいて地方自治体の権限・機能が弱かったこ

と、シェムリアップ市の発展のスピードが早く、同マスタープランと現状がかい離してい

ることが課題であると認識しており、都市マスタープランの計画・実行・評価・改善（PDCA）

を行う体制の強化、アプサラ機構等関係機関との連携の強化、都市マスタープランの改定

の必要性を強調している。また、シェムリアップ市長は「環境」、「交通」、「貧困層の不法

居住」を現状の優先課題と考えており、これらの部門に重点を置いて都市マスタープラン

を改定し、個別計画を策定したい意向を示している。 

 

3) シェムリアップ市の都市計画に関する改善策 

 シェムリアップ市は、2012 年に閣僚会議令（Sub-Decree）に基づき、市の都市マスター

プランを策定する権限が付与され、市役所内にシェムリアップ市長が率いる委員会が設立

されている。都市マスタープラン委員会の委員名簿を表 37 に示す。現在、都市計画省の支

援の下、同委員会により土地利用計画の策定が行われており、今後、都市マスタープラン

及び各部門の個別計画は同委員会により管轄される予定である。 

 シェムリアップ州知事及びシェムリアップ市長は、都市マスタープランの改定及び部門

別個別計画の策定に際して、日本の自治体の知見共有を期待している。 

本事業の協力自治体である神奈川県においては『“みどり”と“うみ”に囲まれた公園のよう
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な「魅力」と「活力」ある三浦半島』を地域づくりの基本理念として、施策・取組の体系

を整理して、将来ビジョンの実現に直接的に関わるアピール性の高い 9 つの事業をリーデ

ィングプロジェクトとして位置付け、5 年間の事業プログラムを示している。また、鎌倉市

においては、『くらしに自然・歴史・文化がいきる古都鎌倉』をまちづくりの基本理念とし

て、鎌倉市都市マスタープランの策定、環境基本計画及び部門別の個別計画（緑の基本計

画、都市景観形成基本計画、交通マスタープラン、住宅マスタープラン、観光基本計画、

産業振興計画、一般廃棄物の処理基本計画、健康福祉プラン、スポーツ施設整備プラン）

を策定・実行している。シェムリアップ市の都市の特性や地域づくり、まちづくりの基本

理念は、三浦半島及び鎌倉市に類似しており、三浦半島公園圏構想や鎌倉市の都市マスタ

ープラン、環境基本計画、部門別の個別計画策定・実行の経験の共有は、シェムリアップ

市にとって有意義であると考えられる。 
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表 37 都市マスタープラン委員会 委員名簿 

氏名 役職 役割 

Mr. So Platong シェムリアップ市長 委員長 

Ms. Kov Visal シェムリアップ副市長 副委員長 

Mr. Sor Chanphallin シェムリアップ市都市計画局長 委員 

Mr. Vean Samol シェムリアップ市議会議員 委員 

Mr. Keng Lis シェムリアップ市議会議員 委員 

Mr. Soum Sambath シェムリアップ市総務局副局長 委員 

Mr. Hun Sambath シェムリアップ市総務局職員 委員 

Ms. Eung Saran シェムリアップ市総務局職員 委員 

Mr. Em Kimsaroeun シェムリアップ市郡行政局 委員 

Mr. Sean Kimthan シェムリアップ市開発局長 委員 

Mr. Tan Cheavutha シェムリアップ市農業局長 委員 

Mr. Mao Davy シェムリアップ市文化教養局長 委員 

Mr. Chan Sokun シェムリアップ市統計局長 委員 

Mr. Khiev Soth Slorkram 郡長 委員 

Mr. Horng Hoeum Svaydorngkum 郡長 委員 

Mr. Huy Huon Kokchork 郡長 委員 

Mr. Sam Lorn Salakomroeuk 郡長 委員 

Mr. Chhloeun La Sambo 郡長 委員 

Mr. Ngar Chong Nokorthom 郡長 委員 

Mr. Em Man Chongkhnies 郡長 委員 

Mr. Ngiv Thong Srorgne 郡長 委員 

Mr. Oum Chat Siemreap 郡長 委員 

Mr. Kooub Rorn Chreav 郡長 委員 

Mr. Chhoum Chhoeut Tekveul 郡長 委員 

Mr. Chiem Thai Krorbeiriel 郡長 委員 

Mr. Heang Sari Ampeaul 郡長 委員 

（出典：シェムリアップ市、OECC 仮訳） 

 

4) シェムリアップ市の環境政策の課題 

 シェムリアップ市の重要課題である「環境」、「交通」、「貧困層の不法居住」の内容と現

在シェムリアップ市により実施されている取組を表 38 に示す。 
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表 38 シェムリアップ市の重要課題の内容と取組 

課題 内容 取組 

環境 下水・排水システムが十分に

整備されていない。 

・ ドナー（フランス開発庁、アジア開発銀行、

韓国）の支援による下水システムの整備 

・ 固形廃棄物管理の規制の強化 

・ 固形廃棄物管理に関するステークホルダー

の教育と参画 

・ 市役所と GAEA（固形廃棄物処理事業者）

による 3R コンセプトを含む固形廃棄物マ

スタープランの策定 

・ 焼却と埋立て 

・ 予算の確保 

 固形廃棄物の最終処分場が

「ごみ山」化している。 

 固形廃棄物の収集システムが

十分に整備されていない。 

 衛生的な埋立地、コンポスト

が不足している。 

 環境に対する市民意識が不足

している。 

交通 交通渋滞・大気汚染が深刻化

している。 

・ 道路の舗装、交差点の整備 

・ 環境に優しい交通の推進 

 歩道、道路交通標識、信号が

不足している。 

・ 歩道の整備 

 駐車場、駐車場に関する規制

が不足している。 

－ 

貧困層の

不法居住 

貧困層に住居を提供するため

の適切な解決策が不足してい

る。 

・ 貧困層向けの居住区域の開発（政府が土地

を確保して、シェムリアップ川沿いの不法

居住者を移転させている。全体で 1,300 世

帯の町を開発する計画であり、現在、700

世帯の移転が完了している。政府が井戸と

トイレを建設し、居住者が住居を建設する）

 一部の不法居住者が騒音や水

質汚染、安全の問題を引き起

こしている。 

 不法居住地域の生活環境が不

衛生である。 

 

5)  シェムリアップ市の環境政策の改善策 

 カンボジア政府は、環境に配慮したまちづくりに関する市民意識の向上、ごみ減量化・

資源化に関する行動変容、地域の環境美化、次世代の環境保全、観光客の信頼と長期滞在

の促進を目的として、「クリーンシティ・コンテスト」を主催している。クリーンシティ評

価に関する国家委員会により、環境管理、市民衛生、廃棄物管理、意識向上、緑地、健康・

安全、観光インフラ・施設の 7 つのカテゴリーごとに定められた合計 77 の指標に基づいて、

各都市の取組が評価され、上位の都市が表彰される。シェムリアップ市は、「クリーンシテ

ィ・コンテスト」において第一位を獲得することを目指して、環境対策に注力する方針を

示している。 
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 本事業の協力自治体である神奈川県においては、渋滞緩和のため、道路ネットワークの

整備、交差点改良・交通管制システムの充実とともに、交通需要マネジメント施策に力を

入れている。また、環境に配慮した交通の普及のため、電動車両（EV）の普及に関して先

進的な施策を実施している。走行規制、パーク・アンド・ライド、コミュニティバス、交

通公害低減システム、EV 導入時及び利用時の優遇策、かながわ EV タクシープロジェクト

等の施策は、シェムリアップ市において応用できる可能性がある。 

 また、鎌倉市においては、廃棄物の焼却量や埋め立てによる最終処分量を限りなくゼロ

に近づける「ゼロ・ウェイストかまくら」の実現を目指して、地域リーダーの養成、分別

徹底の周知、環境教育の実施等の施策に力を入れている。これらの取り組みの経験は、シ

ェムリアップ市にとって有意義であると考えられる。 

 

6)  シェムリアップ州－神奈川県、シェムリアップ市－鎌倉市の都市間連携の推進 

 上記の基礎情報収集調査を通して、シェムリアップ州及びシェムリアップ市に対して、

神奈川県及び鎌倉市の「都市マスタープラン」、「交通（交通需要マネジメント及び EV 普及）」、

「環境（固形廃棄物）」の知見共有を行うことが効果的であるとの結論に至った。 

この結果に基づいて、訪日研修及び招へい対応のプログラムを作成し、シェムリアップ

州－神奈川県、シェムリアップ市－鎌倉市の都市間連携を推進した。 

 

(2) 神奈川県・鎌倉市における訪日研修の結果 

1) 背景 

 本事業の実施機関である（一社）海外環境協力センター、（株）日本開発政策研究所、テ

ラモーターズ（株）、（株）未来技術研究所、（株）JTB コーポレートセールス（以下、調査

チーム）は、都市間連携の推進を目的として、11 月 17 日（月）～11 月 23 日（日）の期間、

シェムリアップ州知事、総務部長、知事補佐、アプサラ機構副総裁を日本に招へいし、神

奈川県・鎌倉市において表敬・意見交換・視察を行った。神奈川県及び鎌倉市からの発表

資料を附属資料 7 に示す。 

 

2) 目的 

関連自治体・企業等訪問の目的は以下のとおりである。 

(a) 神奈川県及び鎌倉市における環境・交通分野の政策と取組を議論する。 

(b) 調査チームとの意見交換 

 

3) 招へい者 

招へい者の氏名・役職を表 39 に示す。 
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表 39 招へい者のリスト 

No. 氏名 役職 

1 Mr. Khim Bunsong シェムリアップ州知事 

2 Mr. Ly Samreth シェムリアップ州総務部長 

3 Mr. Hout Sothy シェムリアップ州知事補佐 

4 Mr. Chhor Thanath アプサラ機構森林・文化景観・環境管理局副総裁 

 

4) 招へいの成果 

(a) 神奈川県及び鎌倉市における環境・交通分野の政策と取組を議論する。 

環境省地球環境審議官、外務省外務政務官、神奈川県副知事、鎌倉市長への表敬のほか、

神奈川県産業労働局産業・エネルギー部及び鎌倉市環境部との意見交換、環境対策における

自治体と民間企業の連携事例の視察等を行った。 

神奈川県への表敬において、シェムリアップ州知事より、神奈川県副知事に対して、シェ

ムリアップ州と神奈川県の都市間連携を希望する旨が述べられた。また、2014 年 12 月に

シェムリアップ州知事より、神奈川県宛にシェムリアップ州と神奈川県の都市間連携の樹立

を推進する旨が記載された御礼状が発出された。 

これを受けて、神奈川県庁は、県知事を含めて対応を協議し、日本政府のプログラム等を

活用して、シェムリアップ州に対する政策的支援およびシェムリアップ州への神奈川県内企

業の進出支援を行う方針を決定した。現在、2015 年夏頃の覚書締結を目指して、神奈川県

産業労働局エネルギー部スマートエネルギー課を中心に、庁内で検討が進められている。 
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表 40 訪問先と内容 

分野 訪問先 内容 

都市間

連携 

環境省 環境省地球環境審議官への表敬が行われた。また、環境省地球環

境局国際連携課国際協力室より、アジアにおける都市間連携推進

の取組が紹介された。 

外務省 外務省外務政務官への表敬が行われた。 

神奈川県 神奈川県副知事への表敬が行われた。また神奈川県産業労働局産

業・エネルギー部より、神奈川県の電気自動車促進のための政策

（「EV イニシアティブかながわ」に基づく購入時の優遇策、利

用時の優遇策、充電インフラの整備等）や民間企業との連携事例

（「かながわ EV タクシープロジェクト」、 「EV でめぐるエコ

旅！かながわ！」等）が紹介された。 

鎌倉市 鎌倉市長への表敬が行われた。また、鎌倉市環境部より「鎌倉市

環境基本計画」及び「かまくら環境白書」の概要と実施体制、「鎌

倉市環境基本計画」における施策（廃棄物管理、交通計画、環境

教育）が紹介された。 

環境 藤沢サステナ

ブルスマート

タウン 

パナソニック（株）より、街全体でのエネルギー及びモビリティ

マネジメントの技術、タウンマネジメント会社による独自のコミ

ュニティ支援の取組が紹介された。 

小網代の森 東京農業大学及び小網代野外活動調整会議より、小網代の森の自

然保護活動、環境教育の取組が紹介された。 

交通 リビエラ逗子

マリーナ 

（株）リビエラリゾート及び（株）JTB コーポレートセールス

より、電気自動車のシェアリングのサービス及び再生可能エネル

ギーと蓄電池を用いたエネルギーマネジメントの取組が紹介さ

れた。 

その他 凸版印刷（株） カードシステムによる観光振興の取組、ヴァーチャルリアリティ

システムによる文化遺産の立体デジタル保存の取組が紹介され

た。 

 

(b) 調査チームとの意見交換 

 調査チームより、日本の自治体の都市間連携の事例、民間企業による低炭素技術移転の

事例について情報提供を行い、今後の活動に関して意見交換を行った。シェムリアップ州

知事より、シェムリアップ州と神奈川県との連携関係の構築への期待が述べられた。また、

シェムリアップ市都市マスタープラン策定及びシェムリアップの観光都市交通の低炭素化

について継続的な協力を期待しているとの意向が示された。 

 

58



59 
 

5) 招へいの日程 

 招へいの日程を表 41 に示す。 

 

表 41 招へいの日程 

No. 月日 日程 宿泊 

1 11 月 18 日（火） 鄭州→北京→成田（シェムリアップ州知事、管

理部長、知事補佐）※直前に鄭州の国際会議に

参加 

シェムリアップ→仁川→成田（アプサラ機構副

総裁） 

東京 

2 11 月 19 日（水） ブリーフィング 

環境省表敬 

外務省表敬 

鎌倉 

3 11 月 20 日（木） 鎌倉市役所表敬 

鎌倉市の環境政策紹介、ディスカッション 

リビエラ逗子マリーナ訪問 

小網代の森訪問 

鎌倉 

4 11 月 21 日（金） 藤沢サステナブルスマートタウン訪問 

神奈川県庁訪問 

神奈川県政策紹介、ディスカッション 

凸版印刷（株）訪問 

東京 

5 11 月 22 日（土） 調査チームとの会合 

成田→仁川→シェムリアップ（アプサラ機構副

総裁） 

東京 

6 11 月 23 日（日） 成田→仁川→シェムリアップ（シェムリアップ

州知事、管理部長、知事補佐） 

－ 

 

 (3) ISAP2014 における招へい対応の結果 

1) 背景 

環境省・（公財）地球環境戦略研究機関（IGES）は、今後の JCM 関連事業の促進を目的

として、ISAP2014（第 6 回持続可能なアジア太平洋に関する国際フォーラム）及び関連イ

ベントに「アンコール遺跡地域における JCM を活用した環境文化都市形成支援調査」の関

係者を招へいした。 

これを受けて、7 月 21 日（月）～7 月 24 日（木）の期間、シェムリアップ市長が横浜市

に滞在した。調査チームはこの機会を活用し、関連自治体・企業等の訪問を手配した。 
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2) 目的 

関連自治体・企業等訪問の目的は以下のとおりである。 

(a) シェムリアップ市の課題である環境・交通分野の政策と取組の紹介 

(b) 調査チームとの意見交換 

 

3) 招へい者 

 招へい者の氏名・役職を表 42 に示す。 

 

表 42 招へい者のリスト 

No. 氏名 役職 

1 Mr. So Platong シェムリアップ市長代理 

※2014 年 12 月に市長に昇進 

 

4) 招へいの成果 

(a)  シェムリアップ市の課題である環境・交通分野の政策と取組の紹介 

鎌倉市笛田リサイクルセンター、日産自動車（株）を訪問し、日本における環境・交通

分野の政策と取組の紹介を紹介した。また、JICA 本部を訪問し、シェムリアップ市に対す

る今後の協力の可能性について意見交換を行った。 

 招へいの結果、シェムリアップ市長の日本の低炭素技術・関連制度、JCM 制度に関する

理解が深まり、エコモビリティ事業等の実施に際して、全面的に協力する旨が表明された。

また、日本の自治体との都市間連携の樹立に関する期待が述べられた。 

 

表 43 訪問先と内容 

分野 訪問先 内容 

環境 鎌倉市笛田リ

サイクルセン

ター 

鎌倉市におけるガラス瓶やスチール・アルミ缶のリサイクル、有

機ゴミのコンポスト化の取組が紹介された。 

交通 日 産 自 動 車

（株） 

みなとみいらい 21 における「チョイモビ」を活用した低炭素化、

モビリティの質向上、観光プロモーションの取組が紹介された 

その他 JICA 本部 JICA のカンボジア援助方針と今後のシェムリアップ市への協

力可能性について意見交換が行われた。※JICA とシェムリアッ

プ市長とのクローズドの面談のため詳細は非公開。シェムリアッ

プ市長より、マスタープラン改定に係る支援が要請された。 
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 (b) 調査チームとの意見交換 

調査チームより、日本におけるエコモビリティの推進事例、バッテリー交換ステーション

等のインフラ整備の事例について情報提供を行い、今後の活動に関して意見交換を行った。

シェムリアップ市長より、日本の経験から学べることは多く、継続的な協力を期待している

との意向が示された。また、日本の都市のように「きれいな街」を実現するには、20 年、

30 年という長い時間が必要だろうとの感想が得られた。その他、シェムリアップ市長から

以下のとおりシェムリアップのまちづくりの方向性に関するコメントが得られた。 

 カンボジアでは州・市への地方分権化が進められており、シェムリアップ市とバッタン

バン市はモデル都市として、先進的な取り組みが行われている。その１つが「市民との

対話」である。シェムリアップ市では、毎週月曜日に市民の要望を聴く時間を設けてい

る（要望は随時受け付けているが、この時間は必ず市長が市民の前に出るようである）。

また、月に１回、コミューンとの集会を開催し、意見交換を行っている。 

 カンボジアでは、国レベルで National Strategic Development Plan（NSDP）を策定

しているが、州レベル・市レベルでも同様の開発計画を策定する。現在、シェムリアッ

プ市の NSDP 2014-2018 を策定中である。同計画に「環境」に関する内容を盛り込み

たい。 

 シェムリアップ市は今後 5 年間で更に大きく変わると考えている。「文化」と「環境」

を軸にまちづくりに取り組みたい。日本政府及び都市からの支援にも期待している。他

方、ISAP のセミナーに参加していた横浜市、川崎市、北九州市はいずれも人口が多く、

工業都市である。シェムリアップ市は人口 20 万人の「観光・農業都市」であるため、

類似の人口規模・社会環境の都市との連携が望ましい。その観点では、鎌倉市は適して

いると考える。 

 地方分権化に伴い、最近、市レベルで姉妹都市協定を締結することが可能になった。そ

の場合は、州や国のレベルで承認が必要である。（現在、シェムリアップ市は、中国・

韓国の各 1 都市と協議をしている。韓国の都市については、中央政府の承認が得られ

れば署名できる状況である。） 

 

5) 招へいの日程 

 招へいの日程を表 44 に示す。 
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表 44 招へいの日程 

No. 月日 日程 宿泊 

1 7 月 21 日（月） シェムリアップ→仁川→成田 

ブリーフィング 

横浜 

2 7 月 22 日（火） ISAP2014 関連イベント: JCM 関連自治体ワー

クショップ参加 

横浜 

3 7 月 23 日（水） 日産自動車（株）訪問 

調査チームとのディスカッション 

JICA 本部訪問 

横浜 

4 7 月 24 日（木） 鎌倉市笛田リサイクルセンター訪問 

ISAP2014 分科会参加 

調査チームとのラップアップ 

横浜 

5 7 月 25 日（金） 成田→仁川→シェムリアップ － 

 

 (4) アジアスマートシティウィークにおける招へい者対応の結果 

1) 背景 

環境省・IGES は、今後の JCM 関連事業の促進を目的として、10 月 29 日（水）～10 月

31 日（金）にパシフィコ横浜で開催される Smart City Week 2014 に併せて、JCM 対象都

市と国内自治体及び関連企業を招へいし、自治体セミナーを開催した。 

これを受けて、10 月 27 日（月）～10 月 31 日（金）の期間、アプサラ機構観光管理計画

ヘッドが横浜市に滞在した。調査チームはこの機会を活用し、関連自治体・企業等の訪問

を手配した。 

 

2) 目的 

関連自治体・企業等訪問の目的は以下のとおりである。 

(a) アンコール遺跡地域の課題である環境・交通分野の政策と取組の紹介 

(b) 調査チームとの意見交換 

 

3) 招へい者 

 招へい者の氏名・役職を表 45 に示す。 
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表 45 招へい者のリスト 

No. 氏名 役職 

1 Mr. Sok Sangvar アプサラ機構観光管理計画ヘッド 

 

4) 招へいの成果 

(a) アンコール遺跡地域の課題である環境・交通分野の政策と取組の紹介 

東京スカイツリータウン、箱根ジオパーク、みなとみらい 21、神奈川県交通管制センタ

ー、凸版印刷（株）を訪問し、日本における環境・交通分野の政策と取組を紹介した。ま

た、JICA 本部を訪問し、アプサラ機構に対する今後の協力の可能性について意見交換を行

った。 

招へいの結果、アプサラ機構ヘッドの日本の低炭素技術・関連制度、JCM 制度に関する

理解が深まり、JCM 制度を活用して、交通分野、固形廃棄物管理分野における低炭素技術

の導入を進めたいとの意向が示された。 

 

表 46 訪問先と内容 

分野 訪問先 内容 

環境 東京スカイツ

リータウン 

展望デッキへの年間来客数約 500 万人の観光施設における観光

客フロー管理の取組と商業ビル全体へ空調を供給している地域

冷暖房設備における環境負荷低減技術が紹介された。 

箱根ジオパー

ク 

「箱根ジオパーク構想」（箱根火山及びその周辺地域の地質資源

を始め、歴史的、文化的、生態学的資源を維持保全し、地域振興

などに活用する取組）の視察が行われた。 

交通 神奈川県交通

管制センター 

神奈川県域におけるリアルタイム交通モニタリングシステムを

通した交通管理の取組が紹介された。 

みなとみらい

21 

みなとみらい 21 における電動アシスト自転車シェアリング、観

光スポット周遊バス等の交通サービスの視察が行われた。 

その他 凸版印刷（株） ヴァーチャルリアリティシステムによる文化遺産の立体デジタ

ル保存の取組が紹介された。 

上智大学アジ

ア文化研究所 

アンコール遺跡および伝統文化復興の研究の取組が紹介された。

JICA 本部 JICA のカンボジア援助方針と今後のアンコール遺跡地域への

協力可能性について意見交換が行われた。JICA より、地域住民

の生活の質を向上するプロジェクトに重点を置いており、アプサ

ラ機構に対して協力できる可能性があること、シェムリアップの

発展を考える上で市内と遺跡地域の連携が重要であることが強

調された。 
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(b) 調査チームとの意見交換 

アンコール遺跡地域において、観光客のフロー管理や衛生管理、遺跡保全を行うとともに、

観光客の満足度を向上する方法について意見交換を行った。 

アプサラ機構観光管理計画ヘッドより、日本の自治体との連携を通じた包括的・継続的な

協力を期待しているとの意向が示された。特に、JCM 制度を活用して、交通分野、固形廃

棄物管理分野における低炭素技術の導入を進めたいとの意向が示された。また、これらの分

野においては、シェムリアップ州及びシェムリアップ市とアプサラ機構との連携が重要であ

るとの認識が示された。 

 

5) 招へいの日程 

 招へいの日程を表 47 に示す。 

 

表 47 招へいの日程 

No. 月日 日程 宿泊 

1 10 月 27 日（月） シェムリアップ→シンガポール→成田 

ブリーフィング 

横浜 

2 10 月 28 日（火） 神奈川県交通管制センター訪問 

JCM ワークショップ参加 

横浜 

3 10 月 29 日（水） アジア低炭素発展に向けた企業セミナー参加 

アジアにおける低炭素都市形成セミナー参加 

横浜 

4 10 月 30 日（木） JICA 本部訪問 

アジアスマートシティ会議参加 

横浜 

5 10 月 31 日（金） 凸版印刷（株）訪問 

東京スカイツリータウン訪問 

調査チームとのディスカッション 

横浜 

6 11 月 1 日（土） 箱根ジオパーク訪問 横浜 

7 11 月 2 日（日） みなとみらい 21 訪問 横浜 

8 11 月 3 日（月） 上智大学文化研究所訪問 

成田→シンガポール→シェムリアップ 

－ 

 

(5) 現地セミナーの結果 

2015 年 1 月 24 日（土）にシェムリアップの政府機関及び業界団体を対象とした現地セ

ミナーを開催し、調査結果の報告、エコモビリティ事業のビジネスモデルの発表、日本の

低炭素技術・サービス事例の紹介を行うとともに、今後の連携に向けた議論を行った。 

シェムリアップ市役所及びアプサラ機構より、シェムリアップ市における重要課題（環

境、交通、貧困層の不法居住）の解決とアンコール遺産の保全・観光振興のためには、市
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民の参画・理解を得ること、ステークホルダーが集まり、アイデアを出すことが重要との

意見が述べられ、今後のエコモビリティ事業の実現に向けた支援が表明された。また、環

境・文化に配慮したまちづくりに関して、日本の自治体や民間企業からの知見共有に期待

していることが強調された。 

セミナーの概要を表 48 に、アジェンダを表 49 に示す。また、発表資料を附属資料 6 に、

意見交換の内容を表 50 に示す。 

表 48 セミナーの概要 

日 時： 2015 年 1 月 24 日（土）9：00-13：00 

場 所： Sokha Angkor Resort, Siem Reap 

出席者： 【カンボジア側】 

シェムリアップ州政府、シェムリアップ州警察署、シェムリアップ市役所、

アプサラ機構、政府・民間セクターフォーラム（G-PSF）、UNESCO、IDEA

（ドライバー協会）、CCDA（ドライバー協会）、Bollore Blue Solutions、

Ly Brothers Motors、Phum Meas Aphiwat、AEON MALL (Cambodia) 

【日本側】 

（株）日本開発政策研究所、（株）JTB コーポレートセールス、（株）未来

技術研究所、テラモーターズ（株）、フォーバル、（一社）海外環境協力セン

ター 

目 的：  今年度調査結果とエコモビリティ事業（カンボジアでのサービス名：

Angkor Mobility Service）のビジネスモデルを発表する。 

 シェムリアップ市及びアンコール遺跡地域における環境文化都市の開

発及び統合的な低炭素交通サービスの普及に向けて、関係機関の連携を

協議する。 
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表 49 セミナーのアジェンダ 

Time Topic Speaker 

Registration and Opening Session: 

09:00-09:20 Opening remarks H.E Sang Riha, Vice Governor of 

Siem Reap Province 

Session 1: Survey results and a business model of Angkor Mobility Service 

09:20-09:30 Results of surveys on EcoMobility 

project 

Mr. Yushin Nakao, Researcher, 

OECC and Mr. Phuong Veasna, 

IDEA 

09:30-09:45 Angkor Mobility Service Mr. Tomonori Kimura, Partner, JDI

09:45-09:55 Q & A 

09:55-10:05 Concept of e-Reumork Mr. Ichiro Hatayama, CEO, MILAI 

10:05-10:15 Expectation for Angkor Mobility 

Service in driver association’s context 

Mr. Phieng Samedh, Branch 

coordinator, IDEA and Mr. E. 

Sophors, President, CCDA 

10:15-10:25 Q & A 

10:25-10:40 Coffee break 

Session 2: Toward building integrated low-carbon mobility services in Siem Reap City and 

Angkor Park 

10:40-10:55 

(15 min.) 

Tourism Management in Angkor Ms. Oum Marady, Deputy Director, 

Tourism Management Plan, 

APSARA Authority 

11:55-11:15 Q&A 

11:15-11:30 

(15 min.) 

Development of the Siem Reap City 

Master Plan to address traffic and 

environmental issues 

H.E So Platong, Governor, Siem 

Reap City 

11:30-11:40 

(10 min.) 

Best practices on promoting tourism 

and mobility in Japan and Asia 

Mr. Takayuki Kuroiwa, Producer, 

JTB Business World Travel & 

Solutions 

11:40-12:10 Discussion 

12:10-12:15 Closing remarks Dr. Soichi Kobayashi, CEO and 

Chairman, JDI 

12:15-13:00 Test drive on “e-reumork” by MILAI and showcase of A4000i by Terra Motors
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表 50 意見交換の内容 

発言者 主な発言内容 

IDEA 今年度の調査を通して、ドライバーの収入、観光客のルモーモトの利用状況等、

重要なデータを収集することができた。サービスの質の向上に関心がある。今

後も広く関係者と協力して、観光客向けによいサービス提供したい。 

CCDA CCDA は、現在プノンペンにおいて 2 万人以上の会員ドライバーを有してい

る。プノンペン市役所と協調し、JICA が支援しているプノンペン都市交通マ

スタープランとの連携も模索している。ルモーモトのサービスは、現在は非公

式セクターに含まれているが、関係機関と連携して、交通安全・保安基準を確

立し、公式化する必要があると認識している。今後、アプサラ機構やシェムリ

アップ州政府と協議して、シェムリアップにおいて基準づくりに取り組みた

い。シェムリアップにおいては、文化・環境に配慮した取組が重要である。 

UNESCO 電動バイクにより CO2 排出削減と同時に、ドライバー収入の向上も目標とし

ている点を支持する。 

G-PSF 日本政府及び民間企業の 20 年以上にわたる支援に感謝している。本事業に対

しては、今後もアドバイザーとして協力したい。2015 年の ASEAN 統合によ

り、観光客の増加、タイ等隣国からの旅行業者の参入が見込まれ、管理が一層

困難になると予想される。中央政府、シェムリアップ州・市、アプサラ機構に

以下の点をお願いしたい。 

・ ドライバーを支援するための法制度の整備 

・ アンコール遺跡地域内への車両の乗入管理、一方通行等の規制による交通

渋滞の緩和 

・ ガイドへの情報の周知 

・ 民間企業・政府機関の間での定期的な意見交換の場の整備 

Siem 

Reap City 

2015 年の ASEAN 統合を見据えた法整備、社会福祉サービス充実、紛争解決、

都市マスタープラン策定等を行っている。また、増加する観光客に対応するた

め、交通分野の取組が重要である。一方通行の推進には関心を持っている。行

き止まりのない、流れるような交通体系を整備することが重要である。他方で、

シェムリアップ市はアンコール遺跡や都市景観を保全するため、道路やスカイ

ウェイ等の建設が規制されている。このため、何らかの施策を実施する場合、

利害関係者間で紛争が発生するリスクが大きい。相互理解と譲り合い精神の浸

透が必要である。 

APSARA 

Authority 

エコモビリティ事業は（遺跡や環境、住民に対する）負のインパクトが少なく、

リスクが低いプロジェクトと考えている。他方、考えられるリスクに対しては、

事前に関係者の参画を得て対策をとる必要がある。法制度整備や基準づくりの

必要性に合意する。 
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4.8 環境文化都市づくりに向けた今後の方策 

本事業で特定したシェムリアップ市のニーズと同分野の神奈川県及び鎌倉市の知見を表

51 に示す。シェムリアップ州政府は、神奈川県との都市間連携の樹立及びシェムリアップ

市の都市マスタープラン策定支援、シェムリアップ市の観光都市交通の低炭素化支援を神

奈川県に要請している。 

今後、都市間連携の枠組みの下、JCM を含む日本政府の資金スキームを活用し、日本の自

治体による技術協力や民間企業の技術導入を行うことで、シェムリアップ市の課題解決と

環境文化都市づくりを推進することができると考えられる。 

 

表 51 本事業で特定したシェムリアップ市のニーズと神奈川県・鎌倉市の知見 

課題 シェムリアップ市のニーズ 神奈川県及び鎌倉市の知見 

都市マスタープ

ラン 

都 市 マ ス タ ー プ ラ ン の

PDCA を行う組織体制・人

材の強化 

都市マスタープラン策定に関する検討

委員会の運営の知見 

 アプサラ機構等関係機関と

の連携の強化 

都市マスタープラン策定に関する公共

団体、研究機関、市民との連携の知見 

 都市マスタープランの改定 都市マスタープラン策定・改定の知見 

交通（交通需要

マネジメント及

び EV 普及） 

交通渋滞及び大気汚染の緩

和 

走行規制、パーク・アンド・ライド、コ

ミュニティバス、交通公害低減システ

ム、EV 導入時及び利用時の優遇策、か

ながわ EV タクシープロジェクト等の施

策の知見 

環境（固形廃棄

物） 

固形廃棄物の減量化・資源

化に関する市民意識向上 

地域リーダーの養成、分別徹底の周知、

環境教育の実施等の施策の知見 

 

68



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附属資料 1 

JCM 提案方法論（案）・ 

プロジェクト設計書（PDD）（案）・ 

モニタリング計画（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2015 年 2 月 20 日 
（一社）海外環境協力センター 

 

JCM 提案方法論（案） 和文概要 

 

A. 方法論タイトル 

 

カンボジアにおける電動ルモーモトの導入 

 

B. 用語の定義 

 

用語 定義 

電動バイク 電気をエネルギー源とし、電動機を動力源として走行する

二輪車 

ルモーモト ガソリンバイクで客車をけん引する旅客輸送用の乗り物 

電動ルモーモト 電動バイクで客車をけん引する旅客輸送用の乗り物 

 

C. 方法論概要 

 

項目 概要 

GHG 排出削減の手法 本方法論は、カンボジア国内において化石燃料を使用する

既存の輸送手段（Reumork moto、ルモーモト）から、電

気を使用する輸送手段（電動ルモーモト）に代替すること

により、化石燃料消費量が削減され、温室効果ガス排出量

が削減されるプロジェクトに適用される。 

リファレンス排出量の算定 リファレンス排出量は、既存のルモーモトの燃費が電動ル

モーモト導入前の水準のまま推移する場合に排出された

であろう GHG 排出量とする。 

プロジェクト排出量の算定 プロジェクト排出量は、電動ルモーモト導入後の GHG 排

出量とする。 

モニタリングパラメータ プロジェクト車両の電費、プロジェクト車両の走行距離、

プロジェクト車両の運行台数がモニタリングされる。 

 

D. 適格性要件 

本方法論は以下の全ての要件を満たすプロジェクトに適用することができる。 

要件 1 新車の電動バイクにより、ルモーモトのガソリンバイクが置き換えられる。

要件 2 事業実施後の電動ルモーモトの電力使用量および走行距離が測定可能であ

る。 

要件 3 カンボジアの系統電力が使用される。 
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E. GHG 排出源及び GHG 種類 

 

リファレンス排出量 

GHG 排出源 GHG 種類 

車両による化石燃料の消費 CO2 

プロジェクト排出量 

GHG 排出源 GHG 種類 

系統電力の消費 CO2 

 

F. リファレンス排出量の設定と算定  

F.1 リファレンス排出量の設定 

リファレンス排出量は、既存のルモーモトの燃費が電動ルモーモト導入前の水準のまま

推移する場合に排出されたであろう GHG 排出量として想定される。既存ルモーモトの燃

費は、実走行燃費に基づいて算定される。 

 

F.2 リファレンス排出量の算定 

リファレンス排出量は次式により算定する。 

 

௬ܧܴ ൌ෍ሺሺܦܦ௬ ⁄ோாሻܥܨܵ ൈ ௬ܴܫ ൈ ܥܰ ௚ܸ௔௦௢௟௜௡௘ ൈ ௚௔௦௢௟௜௡௘ܨܧ ൈ ௬ܰሻ
௜

 

 

ここで 

 ௬ リファレンス排出量 tCO2e/yܧܴ

௬ y年のプロジェクトで導入されるプロジェクト車両のܦܦ

平均走行距離 

km 

 ோா リファレンス車両の燃費 km/lܥܨܵ

௬ yܴܫ 年におけるリファレンス車両の燃費改善係数 - 

ܥܰ ௚ܸ௔௦௢௟௜௡௘ ガソリンの正味発熱量 MJ/l 

௚௔௦௢௟௜௡௘ ガソリンのܨܧ CO2 排出係数 tCO2e/MJ 

௬ܰ y年のプロジェクトで導入されるプロジェクト車両の

台数 

台 
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G. プロジェクト排出量の設定と算定  

 

プロジェクト排出量は次式により算定する。 

 

௬ܧܲ ൌ෍ሺሺܦܦ௬ ⁄ோாሻܥܧܵ ൈ ௚௥௜ௗܨܧ ሺ100%െ ⁄ሻܮܦܶ ൈ ௬ܰሻ
௜

 

 

ここで 

 ௬ リファレンス排出量 tCO2e/yܧܴ

௬ y年のプロジェクトで導入されるプロジェクト車両のܦܦ

平均走行距離 

km 

 ோா プロジェクト車両の電費 km/kwhܥܧܵ

TDL 系統電力の送配電ロス率 % 

௚௥௜ௗ 系統電力のܨܧ CO2 排出係数 tCO2e/MJ 

௬ܰ y年のプロジェクトで導入されるプロジェクト車両の

台数 

台 

 

 

H. 排出削減量の算定  

 

排出削減量は次式により算定する。 

 

௬ܴܧ ൌ ௬ܧܴ	 െ  ௬ܧܲ

 

ここで 

 ௬ 排出削減量 tCO2e/yܴܧ

 ௬ リファレンス排出量 tCO2e/yܧܴ

 ௬ プロジェクト排出量 tCO2e/yܧܲ
 

 

I. 事前に確定したデータ及びパラメータ 

事前に確定した各データ及びパラメータの出典は以下のリストのとおり。 

パラメータ データの説明 出典 

௬ yܦܦ 年のプロジェクトで導入される

電動ルモーモトの平均走行距離 

オドメーター等により、継続的に計測

（全数、またはサンプル）、記録、集

計する。 
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௬ܰ y 年のプロジェクトで導入される

プロジェクト車両の台数 

購入伝票等により、継続的に記録す

る。 

ோா リファレンス車両の燃費 本事業で設定したデフォルト値ܥܨܵ

（31.6km）を用いる。 

ோா プロジェクト車両の電費 電力量計等により、継続的に計測（全ܥܧܵ

数、またはサンプル）、記録、集計す

る。 

௬ yܴܫ 年におけるリファレンス車両の

燃費改善係数 

CDM 小規模方法論 AMS-III.C のデフ

ォルト値を確認する。国の固有値が公

開された場合は同データを用いる。 

ܥܰ ௚ܸ௔௦௢௟௜௡௘ ガソリンの正味発熱量 IPCC 2006 ガイドラインのデフォル

ト値を確認する。国の固有値が公開さ

れた場合は同データを用いる。 

௚௔௦௢௟௜௡௘ ガソリンのܨܧ CO2 排出係数 IPCC 2006 ガイドラインのデフォル

ト値を確認する。国の固有値が公開さ

れた場合は同データを用いる。 

TDL 送配電ロス率 カンボジアエネルギー庁の公表値を

確認する。 

௚௥௜ௗ 系統電力のܨܧ CO2 排出係数 カンボジア環境省の公表値を確認す

る。 
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JCM Project Design Document Form 

 

A. Project description 

A.1. Title of the JCM project 

Project for introduction of electric reumork motos in Cambodia 

 

A.2. General description of project and applied technologies and/or measures 

This proposed project aims to reduce CO2 emissions from gasoline-based reumork 

motos by introducing electric reumork motos in Cambodia. The project contributes to 

abating 110 tCO2e of greenhouse gas (GHG) emissions annually through the 

operation of 250 units of electric reumork motos in Siem Reap City, Siem Reap 

Province, Cambodia. 

 

A.3. Location of project, including coordinates 

Country Kingdom of Cambodia 

Region/State/Province etc. Siem Reap Province 

City/Town/Community etc. Siem Reap City 

Latitude, longitude 13.3622° N, 103.8597° E 

 

A.4. Name of project participants 

Kingdom of Cambodia Asian Gateway (Cambodia) Corporation 

Japan Asian Gateway Corporation 

 

A.5. Duration 

Starting date of project 

operation 

01 January 2017 

Expected operation lifetime 

of project 

6 years 

 

A.6. Contribution from developing countries 

This proposed project will contribute to reducing air pollution around the Angkor 

World Heritage sites, while increasing local driver’s income by introduction of an 

electric reumork moto, which is 5 times more cost-effective than gasoline-based 

reumork moto. Asian Gateway Corporation and Asian Gateway (Cambodia) 

Corporation will also provide drivers with training opportunities in the hospitality 

and technology fields. 
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B. Application of an approved methodology 

B.1. Selection of methodology 

Selected approved 

methodology No. 

JCM_KH_Draft 

Version number 1.0 

 

B.2. Explanation of how the project meets eligibility criteria of approved methodology 

Eligibility 

criteria 

Descriptions specified in the 

methodology 

Project information 

Criteria 1  The project replaces a gasoline bike 

of a reumork moto with a new 

electric bike 

The project introduces a new 

electric bike to replace a gasoline 

bike of a reumork moto 

Criteria 2 The project determines an 

electricity economy and a driving 

distance of the introduced electric 

reumork moto 

The project monitors an electricity 

economy and a driving distance of 

the introduced electric reumork 

moto 

Criteria 3 The project uses electricity only 

supplied from the national grid in 

Cambodia 

The project uses electricity only 

supplied from the national grid in 

Cambodia 

 

C. Calculation of emission reductions 

C.1. All emission sources and their associated greenhouse gases relevant to the JCM 

project 

Reference emissions 

Emission sources GHG type 

Gasoline consumption by the reference vehicle CO2 

Project emissions 

Emission sources GHG type 

Electricity consumption by the project vehicle CO2 
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C.2. Figure of all emission sources and monitoring points relevant to the JCM project 

 

 

C.3. Estimated emissions reductions in each year 

Year Estimated reference 

emissions (tCO2e) 

Estimated project 

emissions (tCO2e) 

Estimated emission 

reductions (tCO2e) 

2017 212.5 102.5 110.0

2018 210.0 102.5 107.5

2019 207.5 102.5 105.0

2020 205.0 102.5 102.5

2021 202.5 102.5 100.0

2022 200.0 102.5 97.5

Total 1237.5 615.0 622.5

 

D. Environmental impact assessment 

 

Legal requirement of environmental impact assessment for 

the proposed project 

No 

 

E. Local stakeholder consultation 

E.1. Solicitation of comments from local stakeholders 

The project participants identified local stakeholders as the APSARA National 

Authority, Siem Reap Provincial Government, Siem Reap City Hall, UNESCO, the 
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reumork moto driver’s association and the association of travel agents since the 

project activities are closely linked with the conservation and tourism in Angkor 

World Heritage sites. The project participants conducted a local stakeholder meeting 

described as below: 

 

[1] Time and Date 

9:00-13:00, 24 January 2015 

 

[2] Venue 

Sokha Angkor Resort, Siem Reap 

 

[3] Participated agencies 

APSARA National Authority, Siem Reap Provincial Government, Siem Reap 

Provincial Police, Siem Reap City Hall, Government-Private Sector Forum Tourism 

Working Group, UNESCO, Reumork moto driver association (IDEA and CCDA)  

 

E.2. Summary of comments received and their consideration 

Stakeholders Comments received Consideration of 

comments received

Mr. Phieng Samedh, 

IDEA 

IDEA has an interest in increasing the 

quality of reumork moto driving 

services. We would like to collaborate 

with stakeholders to offer better 

services to tourists. 

No action is 

required. 

Mr. Mey Kosal, 

UNESCO 

UNESCO endorses the project that 

aims to reducing CO2 emissions while 

increasing local driver’s income. 

No action is 

required. 

Mr. Ho Vandy, 

Government-Private 

Sector Forum 

G-PSF will participate in the project as 

an advisor. After the 2015 ASEAN 

community building, Siem Reap will 

face management issues due to 

increasing number of tourists and 

travel agents from neighboring 

countries. G-PSF requests the APSARA 

National Authority, Siem Reap 

Provincial Government and Siem Reap 

The project 

participants will 

actively collaborate 

with stakeholders. 
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City Hall to address the issues by the 

following measures: 

- To establish law and regulations 

which assure driver’s safety, 

- To mitigate traffic congestion by 

limiting vehicles entering into the 

Angkor Park, 

- To hold regular meetings between 

the Government and private sector 

H.E Mr. So Platong, 

Siem Reap City 

The project participants have to 

promote a mutual understanding with 

stakeholders to avoid any conflicts. 

The project 

participants will 

actively collaborate 

with stakeholders. 

H.E Mr. Mey 

Marady, APSARA 

National Authority 

APSARA National Authority considers 

the project as relatively low risk and 

low social and environmental impact. 

However, the project participants 

should minimize any risks in 

collaboration with stakeholders. 

The project 

participants will 

actively collaborate 

with stakeholders. 

 

F. Reference 

 

N/A 

Reference lists to support descriptions in the PDD, if any. 

 

Annex 

 

N/A 

 

Revision history of PDD 

 

Version Date Contents revised 

1.0 20 February 2015 First edition 
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Monitoring Spreadsheet: JCM_KH_Draft_ver01.0

Responsible personnel Role

Project Manager
Responsible for planning and implementing the
project as well as monitoring and reporting
results.

Supervisor Appointed to be in charge of checking the
archived data for irregularity and lack.

Operators Appointed to be in charge of collecting and
archiving the data.

Monitoring Structure Sheet [Attachment to Project Design Document]
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附属資料 3 

車両の調査票・ 

リファレンス車両のデータ集 

 

 

 

 

 

 

 
 



Survey date:

1. Vehicle profile
(1) Driver’s name
(2) Motorcycle manufacturer ☐Honda ☐ Yamaha ☐ Daelim ☐Other( )
(3) Motorcycle model
(4) Motorcycle model year
(5) Engine type ☐2 Stroke ☐ 3 Strokes ☐ 4 Strokes ☐Other( )
(6) Engine size ☐100cc ☐110cc ☐125cc ☐Other( )
(7) Nominal Tank size (Liter)
(8) Oddmeter ☐Broken ☐ Working
(9) Average driving distance per working
day (km)
(10) Average amount of gasoline consumed
per working day (Liter)

2. Result of driving test
(1)  Amount of gasoline put in the vehicle
at the end of the survey

(2) Driving route ☐Small circuit ☐Big circuit ☐Siem Reap City ☐Other( )

(3) Average number of passengers ☐0 ☐1 ☐2 ☐3 ☐More than 4

(4) GPS logger ID
(5) Driving distance (km) before the survey
(reading an oddmeter)
(6) Driving distance (km) after the survey
(reading an oddmeter)

*Following information is filled in by the
Study Team
(7) Driving distance (km)
(8) Vehicle fuel economy (km/Liter)

Vehicle Monitoring Survey Sheet
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附属資料 4 

エコモビリティ事業概要 
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メコン文化・遺跡めぐりパーク事業概要 

（UNESCO の ICC 会合での発表資料） 

 

 

 

 
 



Strictly Private and Confidential

© 2014  Asian Gateway Corporation
AG
Asian Gateway

Sparking Connectivity

Public-Private Partnership for

Angkor Gate City
and Eco Mobility

Dr. Shoichi KOBAYSHI
Chairman and CEO of 

Asian Gateway Corporation
and

Japan Development Institute Ltd.

June 5, 2014

Background to this project

The number of visitors to these sites is expected to double along with an increase of long term visitor-stays 
by 2020 as a direct result of the improvement of connecting roads,  new modern tourist attractions, and the 
advent of a new international airport.

© 2014  Japan Development Institute 2June 5, 2014

2012 2020

4.1M

7.0M

Total number of 
visitors and 

tourists

Mobility Improvement for 
international visitors in Siem
Reap and Angkor Park

Hospitality and Urban 
Infrastructure to be 
improved

Air Pollution to be 
decreased to halt the 
damage to Angkor Park

Urgent Countermeasures

(million/year)

Double+

Long-term stay
Frequent Guests
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Project Site as a PPP

Siem Reap Province
・Population: 896,309（2008）
・Siem Reap City: 179,000（2009）
・Land Size 10,299km²

The Tourism Industry accounts for 22.1% 
of GDP in the Cambodian economy. Most 
of the tourism income comes from the  
revenues of Angkor Park in Siem Reap 
Province.

A Memorandum of Understanding was signed between the APSARA  
Authority and the Japanese companies (JDI, MAEDA Corporation and 
JGC) in August 2012 at the ASEAN Economic Ministers’ Meeting for 
promoting the proposed Smart Community Project in Angkor Park

To conduct the Feasibility Study in aiming to solve various 
environmental problems through introducing state-of-the-art 
technology;

To examine the implementation of the Japanese cutting-edge yet 
eco-friendly technology including an EV transportation system 
and mega solar power delivery system;

APSARA  Authority shall support Japanese companies’ activities 
for the Study.

P
ublic P

rivate P
artnership

June 5, 2014 3© 2014  Japan Development Institute

The Angkor Park, Siem Reap 
Province, Kingdom of 
Cambodia

Siem Reap Town

Angkor Park Complex

Project 
Site

A Proposed PPP Mechanism for Angkor Gate City Development

Based on a PPP Mechanism, a “win-win” relationship between APSARA Authority/RGC and Asian Gateway 
Corporation should be agreed and achieved.

© 2014  Japan Development Institute 4June 5, 2014

Land

Infrastructure 

Buildings/
Components

Land owner

Development, 
O&M

Asian Gateway 
Corporation

APSARA Authority

C
oncession

Partnership

Services

O&M : Operation and Maintenance

136



GPS Map for Assembling Land of Phase I

© 2014  Asian Gateway Corporation 5April 22, 2014

Ready for Developing 

Phase I
to be expected

The land acquisition of 61ha out 
of 159ha has not been completed 
but should be finalized as soon 
as possible.
This land will be developed in 
Phase II.

Phase I Zoning Plan (illustrative)

The site lies directly opposite to the new APSARA Welcome Center and ticket offices for visitors to the 
Angkor park complex which is now under construction.

© 2014  Asian Gateway Corporation 6May 15, 2014

Angkor 
Gate City
(Phase I)
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Our Vision and Approach is to celebrate the dynamism of the Mekong 
Spiritual Value

© 2014  Asian Gateway Corporation 7April 10, 2014

Vision : 

To be the Mekong Gateway of “Cultural and 
Economic Community” in cooperation with the 
Mekong neighbour countries.

Mekong 
Spiritual 

Value

Mekong Art and 
History

Mekong Nature

Mekong and Khmer 
Architecture

Mekong 
Gateway

Approach :

Development Concept for Angkor Gate City (AGC)

© 2014  Asian Gateway Corporation 8April 10, 2014

The Past The Present The Future

Mekong
Culture

Mekong
Tourism

Mekong 
Innovation

Infrastructure of AGC

• Tradition
• History
• Heritage
• Arts

• Hotel & MICE
• Experience 

Cambodia
• Contemporary 

Art
• Residence

• Zero Emission
• Green City
• Waste, Water 

Management
• Renewable 

Energy
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Mekong Heritage Park Zone

Discovery and experience mysterious Cambodian lifestyles and Mekong cultures 

© 2014  Japan Development Institute 9June 5, 2014

Experience 
Cambodia

• The best of 
traditional 
Khmer 
architecture 
and modern 
Cambodian 
architecture

• Angkor History 
and 
Experience

• Tonle Sap 
Lake

• Animals and 
Birds

• Jungle

Mekong Culture 
Center

• Thailand
• LAO. PR
• Vietnam
• Myanmar
• China
• Agriculture 
• Handcrafting
• Silk based 

relationship 
with Japan

Mekong Aquarium

• Aquatic life 
experts

• Fish & fisheries 
conservation

• Plants
• Water 

Chemistry
• Riverbanks 

and Shorelines

IMAX Theater and 
Conference

• VR Museum 
Theater

• Digital Archives

Accommodation Zone

This zone includes 1) The World’s Best Luxury Hotel (International Five Star Hotel), 2) Local Five Star Hotel, 
3) Local Four Star Hotel, and 4) Bungalow such as flouting village in Tonle Sap Lake.

© 2014  Japan Development Institute 10June 5, 2014

The World’s Best 
Luxury Hotel

The Local Five 
Star Hotel

• MICE Tourism
• Wellness 

Tourism

The Local Four 
Star Hotel

Bungalows

• River Floating 
Lodges

• Tented Villas in 
a stunning 
position in the 
Cambodian 
jungle
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Commercial Zone

A Commercial Zone in a city can take up about 5% of a city’s land. It is used for commercial activities. 
These activities include the buying and selling of goods and services in retail businesses, wholesale buying 
and selling, financial establishments, and a wide variety of services that are broadly classified as 
"business."

© 2014  Japan Development Institute 11June 5, 2014

Gallery Arcade 
and Souvenir 

shops

• Gallery Shops 
• Contemporary 

Cambodian Art
• Cambodian 

Silk
• Wood Carvings
• Statues & 

castings
• Handicrafts, 

etc

Shopping Mall & 
Service Station

• Selected 
Shops

• Fashion
• Appliances
• General Stores
• Jewel
• Furniture
• Fine Arts
• Pharmacy
• Sports arena
• Grocery Store, 

etc.

Restaurants & 
Café Terrace

• Japanese
• French
• Khmer
• Thai
• Chinese
• Indian
• Italian
• Korean, etc.

Office Complex

• Rental Office 
Service for 
Ventures

• City Banks
• IT related SEZ
• Real Estate 

Agency
• Travel & Tour 

Guide Agency 
• Local 

headquarters of 
Asian Gateway 
Corporation

SEZ : Special Economic Zone

General Park, Marketplace & Food Court Zone

This zone includes the general park, with a water complex and arboretum, beside the Accommodation 
Zone, and the marketplace with food court offering inexpensive everyday food that most people enjoy.

© 2014  Japan Development Institute 12June 5, 2014

General Central 
Park

• Arboretum
• Botanical 

Garden 
(Orchid, 
Jasmine, 
Ethno botany, 
Herbarium, 
etc.)

• Urban 
Agriculture 
Garden

• Bench Terrace
• Tap Posts

Complex water 
garden

• Big pond
• River
• Pools
• Flood control 

measure
• Cleaning water

Marketplace

• Floating 
Market

• Local Products
• Vegetables
• Fruits
• Spices
• Herbs

Food Court

• Local foods 
(Blue 
Pumpkins, 
etc.)

• Casual 
restaurants

• Events
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Health Tourism Service

“Health tourism” is a collective term, labeling various sub-categories of health & wellness-related tourism & 
travel. Health tourism as a system comprises several subsystems, as illustrated in the following chart.

© 2014  Japan Development Institute 13June 5, 2014

Medical 
Tourism

Wellness 
Tourism

Adventure 
Tourism

Travel for the purpose of 
promoting health and 
well-being through 
physical, psychological, 
and spiritual activities.

Travel reactively to 
receive treatment for a 
diagnosed disease or 
condition.

Travel with perceived 
(and possibly actual) risk, 
and potentially requiring 
specialized skills and 
physical exertion.

Education Tourism Service for Phase II

Focused towards individuals gaining necessary knowledge and skills to improve ability to create value and 
a livelihood for themselves.

© 2014  Japan Development Institute 14June 5, 2014

Leadership 
Education

Education 
Professions

Public 
Digital 
LibrarySelective program that 

provides a variety of 
resources for students 
such as in the hospitality 
industry - hotel staff, 
tourism specialists, 
artists, photographers, 
etc.

There are scholars 
among you who aspire to 
achieve something even 
greater than a college 
degree. They aspire to 
be leaders. 

Focused collection of 
digital objects that can 
include text, visual 
material, audio material, 
video material, stored in 
electronic media formats.

ODA : Official Development Assistance
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Infrastructure Facilities

The Master Developer employs contractors to manage the construction of primary park infrastructure 
including below;

© 2014  Japan Development Institute 15June 5, 2014

Land

Infrastructure

Buildings 
and Facilities

Services

• Water supply and sanitation
• Water treatment
• Storm drainage system
• Retention pond and dredging
• Sewerage system

• Base solar power plant including intra-park electricity 
supply system and external connectivity network to 
existing Siem Reap electricity grid

• Telecommunication and information technology 
infrastructure including 4G network and Wi-Fi spots

• An appropriate, effective, and responsible solid 
waste disposal system that should become a model 
system for the region

• Waste management and treatment

• Internal circulation network (roads) 
• EV electrical charging stations park-wide
• Periphery wall & circumferential moat

© 2014  Japan Development Institute 16June 5, 2014

Eco Mobility for Reumork Moto

Motorcycle
• Japanese 

Gasoline 
Motorcycle

• 125CC~150CC
• 800$~1000$
• 500$ (Used)

Trailer or Cabin 
(Reumork)
• Made in Siem

Reap
• 4 Passengers
• 800$~1000$
• 500$ (Used)

Reumork based  on motorbike-
pulled trailers  or cabins
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Benefits for Cambodia

The Special Purpose Company, as a subsidiary of the Japan Development Institute Ltd. in Tokyo, is poised 
to provide many social benefits to Cambodia as well as Siem Reap Province.

© 2014  Japan Development Institute 17June 5, 2014

Positive 
Visitor 

Experience

Reduced 
Angkor 
Impacts

Increase 
drivers’ 
income

One Solution : EcoMobility

Japan and Cambodia Signed a Low Carbon Growth Partnership
On April 11, 2014, a document concerning the Joint Crediting Mechanism (JCM) was signed in the 
Kingdom of Cambodia by H.E. Mr. Yuji Kumamaru, Ambassador Extraordinary and Plenipotentiary of Japan 
to Cambodia, and H.E. Dr. Say Samal, Minister of Environment, Cambodia.

© 2014  Japan Development Institute 18June 5, 2014

• To promote the Low Carbon Growth Partnership between 
Japan and Cambodia, both sides will establish the 
JCM(Joint Crediting Mechanism) and also establish a 
joint committee to operate it.

• Both sides mutually recognize that verified emission 
reductions or removals by the mitigation projects under the 
JCM can be used as a part of Japan’s internationally 
pledged greenhouse gas mitigation efforts and Cambodia’s 
nationally appropriate mitigation actions (NAMA).

• Both sides ensure transparency and the environmental 
integrity of the JCM and that neither side will use any 
mitigation projects registered under the JCM for the 
purpose of any other international climate mitigation 
mechanisms. http://www.meti.go.jp/english/press/2014/0411_01.html
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Survey Detail for JCM on Eco Mobility

There are three types of surveys:

© 2014  Japan Development Institute 19June 5, 2014

Driver Interview 
Survey

Person Trip 
Survey

Mobility 
Monitoring Survey

Personal interviews will 
serve three purposes: 
1) create drivers’ 
profiles, 2) compile 
motorcycle attributes, 
and 3) record net 
income with cost 
structure.

Discovery of travel 
patterns of international 
tourists in the Angkor 
park complex and Siem
Reap Town.

Collection of fuel 
consumption data and 
diurnal driving range 
information using a 
data logger device.

Efficiency Equity

Growth Employment

Cambodian Benefits for socio-economic development

Development of Angkor Gate City (AGC) and Eco Mobility will promote long-term sustainable socio-
economic development

© 2014  Asian Gateway Corporation 20April 22, 2014

Rectangular
Strategy 
Phase III

• Bring rural economic growth by 
strengthening the tourism industry; 

• Increasing the number of in-bound 
tourists and contributing to GDP 
growth and reducing poverty in 
Siem Reap;

• Creating many jobs in the Tourism 
Industry of Siem Reap Province;

• In education, ensuring strength for 
the quality and responsiveness to 
the tourism market demand;

• To ensure sustainable 
development, and, improve Siem
Reap’s urban infrastructure 
thereby reducing negative 
ecological impacts and enhancing 
land and water resource 
management;

• Through implementing AGC and 
Eco Mobility operations, 
knowledge of greater efficiency 
and effectiveness in managing the 
provincial administration will be 
transferred to the Siem Reap 
Provincial Government;
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Organizational Model and Concession Contract

© 2014  Japan Development Institute 21May 20, 2014

Asian Gateway 
Corporation

• Fundraising and Fund Management
• Master Planning with Branding

Asian Gateway 
Cambodia Corporation

• Concessionaire
• Development, O&M for AGC

APSARA Authority
• Contracting institution (Land  Holding)
• Concession Management 
• Construction Management and Issue 

Management (Trouble Shooting)

Concession Contract

Local
Investors

PPP implementation

Local 
Partners

Public 
Funds

Private  
Sectors

International 
Investors

No part of this publication may be reproduced or transmitted in any form or for any purpose without the express permission of Asian Gateway Corporation. The 
information contained herein may be changed without prior notice.

© 2014  Asian Gateway Corporation. All Rights Reserved. 

AG
Asian Gateway
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現地セミナーの発表資料 
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訪日研修の発表資料 
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